
「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」事業効果検証用資料
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 公共交通事業
資料通し番号

担当課・係 総務課総務係
29-1

総合戦略中の
該当項目

基本目標４　（エ）時代に対応した公共交通網の検討

事業目的 長和町の現在の公共交通網を検証し、長和町に適した公共交通網の検討を行う。

事業概要 公共交通審議会を開催し、検証・検討を行う。

対象者 町民　公共交通を利用して長和町を訪れる方（観光客等）

事業主体
（関連団体）

長和町（関連団体：JRバス関東） 実施期間 平成27年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

①
町内巡回バスの利用者（年間）
　※26年度　利用実績：46,499人

人
３１年度 - 前年度並み 46,000 48,000 50,000

５０，０００人 46,131 41,512 40,000

②
（年間見込）

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

現在バスの運営委託をしているＪＲバス関東と、今後の検証・検討等（その後の公共交通網構築についても）につい
ての協力体制を確認した。

平成29年度
計画

12月頃までに公共交通審議会を立ち上げる。審議会において長和町に適した公共交通交通網を検討する。

平成30年度
計画

未定（公共交通審議会により検討された内容を基に公共交通網を構築）

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 0 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 0 主な経費

平成29年度
予算額

総事業費 154 主な経費 公共交通審議会委員の報酬等

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 審議会の検証・検討結果により対応　（公共交通網構築費用等計上）

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 同上

29年度目標に対する事業進
捗状況

　公共交通審議会の発足には至っていないが、ＪＲバス関東（株）とは、今後の公共交通網のあり方につ
いて検討を行う予定である。この検討結果を元に公共交通審議会での協議を行っていく。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

公共交通審議会委員　報酬・旅費

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源

29年度事業成
果

公共交通審議会の発足に至っていないため、具体的な成果はあがっていない。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 公共交通事業 資料通し番号 担当課・係 総務課総務係
29-1

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できていない

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

　公共交通審議会設置要綱に定められている委員に
ついて、充職の委員が多いため、審議会の立ち上げ
時期に制約が生じてしまっているため、立ち上げが遅
れている。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

　安全・安心な環境（長和町に適した公共交通網の構築）を確保することで、安心して暮らし続けたくなるまちづくりにつながる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか
　長和町に適した公共交通網を構築することは、高齢者等の交通弱者も安心して生活できる環境を確保することができ、安心して
暮らし続けたくなるまちづくりにつながる。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

　公共交通審議会を立ち上げ、事業に必要な検証・検討を行う。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

　公共交通審議会を立ち上げ、事業に必要な検証・検討を行う。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

　今後、公共交通審議会において、現在の公共交通網の検証・
検討を行い、長和町に適した安心を支える公共交通網の構築を
図る事業であると考えているため、継続して事業を実施する。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 　現時点では特になし。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】まだ委員会もできていないのは事業の進捗として遅いのではないか。担当者が明確な意見を持たなければな
らない。委員を集めて、「話し合ってください」とお任せするということでは、2年たっても3年たってもできない。集まった人
に知恵を出してくださいと言っても出てこないのではないか。
・【意見】町の人全体に関わる問題である。高校への通学の足の確保も重要。今後想定される様々な事態に対応できる
よう、事業者（JRバス関東）任せにせず、担当者として明確なプランを持ち検討を進めてほしい。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-1
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称
A共通の地域資源を核とした国際交流基盤づくり支援事業
B国際交流事業

資料通し番号
担当課・係

教育課文化財係､総務課総務
係29-2

総合戦略中の
該当項目

基本目標１（ア）特産品開発等による雇用の創出、基本目標２（カ）国際交流の基盤整備

事業目的
A地域の歴史的な固有資源を活用した新事業創出支援による国際交流の推進
B英国セットフォード町（ブレックランド）との地域間交流、ホームステイの実施検討

事業概要

A英国の伝統的な建築素材であるフリント加工の伝統技術を導入し、長和町の固有資源である黒耀石の新たな活用法を創出する。具
体的には石材加工・建築関係者の技術提携によって新たな創生事業を開発・導入することによって、密接な関係づくりと人の往来を
活性化させる。
B国際交流の拡大のための地域間交流、ホームステイ等の実施を検討。

対象者 両地域の一般市民等

事業主体
（関連団体）

長和町（実行委員会）・セインズベリー日本藝術研究所・
フリントマンカンパニー・長和町石材加工業者

実施期間 平成27年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

①
英国セットフォード町との交流人数（ホーム
ステイ含む）

人／年
H31 20 50 800 800 20

20人 110 100 990

② 黒耀石タイルの加工試験 枚
H27 2,000

2,000 1,650

③
町内と英国の石材業者等が参加する壁面
モニュメント

面
H27 1

1 1

④

⑤

平成27年度
実施内容

A英国の歴史家とフリント建築を手がける技術者、および長和町の建築家・石材加工業者と協議し、両地域の技術提携による建
築装飾モニュメントを作製。モニュメントのデザインは、両地域の歴史・伝統をモチーフのコンセプトとして国際交流をアピールする
デザインとした。【地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）活用】
B英国ブレックランドと長和町の両地域で実行委員会発足。委員会の開催。長和町議員団訪英。セットフォードヒストリークラブ来
町

平成28年度
実施内容

A平成27年度に製作した国際交流記念モニュメントの完成を祝い、英国側の技師と実行委員会を招き、広く町民を対象とした講演
会と実行委員会の協力協定を結んだ。
B長和青少年黒耀石大使の訪英により、黒耀石の魅力をアピールした。

平成29年度
計画

A黒耀石とコラボするフリントの歴史を広く理解して頂くために、フリントの企画展や講演会を開催する予定。（参加人数をKPI①と
している。）
B今後の国際交流事業（ホームステイ等）検討・実施

平成30年度
計画

A町の公共施設をはじめとして､両石材を活かしたシンボルデザインを検討する。

平成31年度
計画

Aデザインをもとに設計･実施計画を策定する。

平成27年度
決算額

総事業費 5,093 経費内訳
モニュメント作成作業員賃金557、制作者謝金568、制作者旅費490、消耗品252、
委託料1,648、原材料1,567、貨物税7、手数料4

平成28年度
決算額

総事業費 8,905 主な経費
実行委員報酬145、賃金7、需用費1084、旅費6,652、役務費360、使用料58、委
託料210、原材料費189、備品200

平成29年度
予算額

総事業費 1,200 主な経費 フリント研究者招聘、企画展開催及び講演会開催

平成30年度
予定額

総事業費 1,200 主な経費 英国視察、フリント建築･デザイン視察

平成31年度
予定額

総事業費 1,200 主な経費 フリント技師招聘・デザイン･設計協議
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２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

29年度目標に対する事業進
捗状況

A黒耀石体験ミュージアムにて8月よりフリント企画展「フリント･ロックス！」を開催、また「黒耀石のふるさ
と祭り」にあわせて招聘したピーター･トッピング博士とジャン･サマーフィールドさんより、遺跡説明会に
てグライムズグレイブズとフリント採掘の歴史に関する講話をしていただいた。　　Ｂ平成30年度より継続
事業となる長和町の中高生の英国派遣交流ホームステイ事業に関する基本事業形態を国際交流実行
委員会にて決議。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 1,064 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

旅費　978、需用費　70、使用料　6，役務費　10

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 1,064

29年度事業成
果

事業の発展的な継続実施に向けて、基本方針や制度の考え方が固まってきた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称
A共通の地域資源を核とした国際交流基盤づくり支援事業
B国際交流事業

資料通し番号 担当課・係
教育課文化財係､総務課総
務係29-2

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

事業は概ね当初の計画通りに進み、年度ごとのKPI
が達成できている。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

町の特色ある資源を活用した「魅力ある町づくり」を推進することにおいて、即効的ではないが、継続的な効果が期待できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

町の特色ある資源を活用した「魅力ある町づくり」を推進することにより、人口減少に歯止めをかける効果が期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

継続的な事業実施のための財源の確保が課題。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

継続的な事業実施のための財源の確保および町民への一層の周知とが課題。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

特になし

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

基本方針や制度の考え方が固まってきたので、次年度からの実
施に向けて早急に財源の制度化や周知をはかる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 継続的な実施をはかるために基金の充実をはかり、より多くの町民が参加するための周知活動に力を入れる。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

・上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-6 28-2
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 空き家活用移住促進事業
資料通し番号

担当課・係
企画財政課　まちづくり政策
係29-3

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（イ）空き家の活用による交流人口の増大　（オ）交流人口増大に寄与する団体への支援

事業目的
少子化、高齢化による人口減少とともに、近年の空き家の増加は地域経済の縮小や地域活動の低下などの問題もあり、緊急に対応
しなければならない課題である。これらに対応するため、町内の空き家情報の収集と活用に向けた取り組みを実施する。

事業概要
①整備済みの地図情報システムを活用したマッピングの利用機能の向上　②空き家をリノベーションすることによる和田宿、商店街
の活性化

対象者 町民、移住希望者、観光客

事業主体
（関連団体）

長和町、NPO法人和田のあしたを考える会 実施期間 平成27年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

①
地図情報システムを活用した空き家マッピ
ング

件
平成27年度 450件

450件 450件

②
空き家の整備による新たな価値の創出の
ための整備件数

件
平成27～31年度  1件  1件

 1件  1件  1件

③
空き家を利用した特産品等展示販売施設
の利用者数

人/年
平成27～31年度 3000人 3000人 3000人 3000人 3000人

3000人/年  0人  0人 2060人

④ 空き家コーディネーター組織設立数 団体
平成27～31年度 0

1団体 1団体

⑤ 空き家情報登録制度の登録 件
平成27～31年度  2件  2件  3件  3件

10件 17件  1件

平成27年度
実施内容

H24、25年度に調査した町内の空き家情報を既存の地図情報システムに反映させ、位置、状態、所有者などの空き家情報を
データで確認できるよう整備した。また、空き家の再活用と観光客など人の流れを創出する目的で地域住民が自主的に組織した
団体に対し、拠点施設となる空き家改修費の一部を補助した。

平成28年度
実施内容

H27年度に続き、和田地区での住民主体による空き家活用団体に拠点施設整備の補助をし、NPO法人化への支援をした。
空き家バンクへの登録を所有者に促し、登録申請に基づき業者とともに調査をしながら17件の登録ができた。

平成29年度
計画

空き家を活用して移住希望者が利用できる「田舎暮らし体験住宅」を整備し、一定期間町で生活を送っていただける環境を整え
るとともに、施設の利用周知に努める。 空き家バンクの登録件数を増やして移住希望者の選択肢を広げ、制度の充実を図る。
整備された「古久屋」を本格的に稼働させ、観光客を主に施設の周知と利用促進に努める。

平成30年度
計画

空き家バンクの登録件数を増やして移住希望者の選択肢を広げ、制度の充実を図る。
町及びNPO法人自ら観光PRや各種ｲﾍﾞﾝﾄなどで「古久屋」を宣伝し、更なる利用者の増加に努める。
ｲﾍﾞﾝﾄやHP等で、移住に興味を持つ町外在住者に対し整備された「田舎暮らし体験住宅」を周知し、利用促進に努める。

平成31年度
計画

空き家バンクの登録件数を増やして移住希望者の選択肢を広げ、制度の充実を図る。
町及びNPO法人自ら観光PRや各種ｲﾍﾞﾝﾄなどで「古久屋」を宣伝し、更なる利用者の増加に努める。
ｲﾍﾞﾝﾄやHP等で、移住に興味を持つ町外在住者に対し「田舎暮らし体験住宅」を周知し、施設の利用促進に努める。

平成27年度
決算額

総事業費 8,320 主な経費
調査済みの空き家情報を地図情報システムに反映させるマッピング事業   4,320千円
人口や観光客の増大に向けて「空き家」の再整備を行う団体への支援　　　 4,000千円

平成28年度
決算額

総事業費 2,160 主な経費 人口や観光客の増大に向けて「空き家」の再整備を行う団体への支援　　　 2,160千円

平成29年度
予算額

総事業費 20,755 主な経費 長和町田舎暮らし体験住宅の整備（1棟）　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　20,755千円

平成30年度
予定額

総事業費 500 主な経費 移住促進活動・空き家バンク登録促進　　　　　　　　　   　 　　　　　　　 　　　　　 500千円

平成31年度
予定額

総事業費 500 主な経費 移住促進活動・空き家バンク登録促進　　                                      　　500千円

29年度目標に対する事業進
捗状況

「田舎暮らし体験住宅」は現在改修工事に着手しており、年内に完成する見込み。また、空き家を利用した販売施設
等は「古久屋」が8月15日にオープンし、蕎麦屋とともに年間目標値をクリアできる利用実績値となっている。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源

29年度事業成
果

「NPO法人和田のあしたを考える会」の運営により古久屋が本格稼動となり、交流人口の増加が期待される。また、「田
舎暮らし体験住宅」の改修工事も始まり、年内完成予定。工事終了後、備品や消耗品の整備とパンフレットの作成を行
い、Ｈ30年4月からの利用開始を目指す。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 空き家活用移住促進事業 資料通し番号 担当課・係
企画財政課　まちづくり政策
係29-3

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

住民団体の拠点施設の完成を受け、空き家再利用による
運営が始まった。また、空き家バンク制度の登録件数は制
度の周知と所有者の理解から、計画期間全体の目標値を
既にクリアしている。翌年度に計画していたコーディネー
ター組織の設立も住民の努力によりNPO法人化された。結
果、指標①、②、④、⑤は計画期間におけるKPIを達成し、
指標③も当年度におけるKPIの達成は可能と考えられる。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

空き家を活用した様々な取り組みを進めて行くにあたり、興味を抱いている方や検討している人々に町の状況を正確に知っていただくことが極め
て重要となるため、県外を主にPR活動を行いながら、継続的に空き家活用施策を進めることで効果が期待できると思われる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

空き家の再利用により移住者や観光客が増加すれば、人口減少への変化が期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

空き家バンク登録件数を増やし、提供できる情報を充実させる必要がある。また、空き家を活用した移住者への支援対策（改修費、家財道具撤去
費用の補助（整備済み）、就労場所の確保支援など）の周知と整備が重要となる。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

➀ 移住者に対する支援施策の整備・充実  　② 田舎暮らし体験住宅の利用促進　　③ 「古久屋」の利用促進　　④ 空き家バンク登録件数の増

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

移住者は、就労場所や空き家改修費、車購入費など移住に伴い発生する経費に不安を覚えている。また、一人親家庭にあっては充実した託児
所の有無等も移住の判断材料となるが、町の現状は、こうした要望に充分応えられない状況にあるため、広い分野での連携が必要。

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

空き家の利活用は人口対策、景観対策及び集落維持対策などから継続
して取り組まなければならない施策であるため。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
・空き家バンクへの登録件数を増やすため、空き家所有者に対して引き続き制度周知を行っていく。
・移住希望者に対し、事前に就労場所の提案や起業提案などができるよう既存事業所等との連携・協力を図る。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】空き家が増えており、町としても大きな事業であるので、真剣に取り組んでいってほしい。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-2 28-3
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 子どもたちの交通安全対策事業
資料通し番号

担当課・係 町民福祉課生活環境係
29-4

総合戦略中の
該当項目

基本目標４　（イ）安心・安全なまちづくり

事業目的 歩道のない道路（町道）の交通安全対策として。（歩行者、特に子どもやお年寄りの安全対策）

事業概要 運転手が、視覚的に車道と路側帯を明瞭に区分できるよう、路側帯を緑色に塗装する

対象者 歩行者及び車両運転者

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度から平成30年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 交通事故発生件数 件/年
平成31年度 18 17 16 15 14

14件/年間 27 21 25

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

・町道街道線：Ｌ＝181m、Ａ＝163㎡

平成28年度
実施内容

・町道街道線：Ｌ＝427m、Ａ＝283㎡
・町道町裏線：Ｌ＝223m、Ａ＝111.5㎡

平成29年度
計画

・町道街道線：Ｌ＝130m、Ａ＝ 65㎡　　　　・町道古町長久保線：Ｌ＝325m、Ａ＝162.5㎡
・町道町裏線：Ｌ＝280m、Ａ＝154㎡　　　　・町道温泉大出線 　：Ｌ＝350m、Ａ＝105㎡

平成30年度
計画

・町道古町長久保線：Ｌ＝325m、Ａ＝162.5㎡

平成31年度
計画

－

平成27年度
決算額

総事業費 1,015 主な経費 工事請負費：1,015

平成28年度
決算額

総事業費 2,690 主な経費 工事請負費：2,690

平成29年度
予算額

総事業費 3,921 主な経費 工事請負費：3,921

平成30年度
予定額

総事業費 1,300 主な経費 工事請負費：1,300

平成31年度
予定額

総事業費 － 主な経費 －

29年度目標に対する事業進
捗状況

・町道町裏線：竣工済み　　・町道温泉大出線：発注済み　　・町道古町長久保線：11月発注予定
・町道街道線：地域より景観に配慮した配色についての要望あり、保留中

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 1,955 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

工事請負費：1,955

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 1,955

29年度事業成
果

・町道町裏線：全線施工済み　　・町道街道線：和田小～追川橋まで全線施工済み（一部、地元要望により保留中）
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 子どもたちの交通安全対策事業 資料通し番号 担当課・係 町民福祉課生活環境係
29-4

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

交通安全対策としてのグリーンベルト設置区間は計
画通り延長が図られたが、交通事故発生件数は前年
度比増加しており、目標達成には至っていない

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
歩道のない道路の路側帯を緑色に塗装することにより、運転手からの視認性が向上し、交通安全に地する意識の高まりが期待で
きる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

交通事故防止対策・交通安全対策の観点から期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か
町道の大半に歩道がないため、地域・学校等からの要望を伺い継続的に事業展開する必要がある。なお、グリーンベルトが直接的
に事故防止を図る事業ではないため、今後も運転者の交通安全に対する意識の向上を図る必要がある。
④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

歩行者及び運転者に対する交通安全意識の向上を図るため、啓発活動等を継続的に実施する。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

要望に対する未実施箇所を含め、今後も危険箇所の調査等を実
施し、継続して事業実施する必要があるため。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
地域・学校等からの要望を確実に事業計画に反映するとともに、巡回・調査等により危険箇所の把握に努め、計画的に
事業を実施する。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】KPIとして設定されている交通事故発生件数とグリーンベルト設置との関連性は薄いのではないか。KPIが正し
く、KPIを達成するためにということならば、歩行者や運転者に対する交通安全意識向上のための啓発活動をすべきで
ある。
・【意見】グリーンベルトは交通安全の啓蒙には効果がある。
・【意見】グリーンベルト設置箇所とその他の場所で起こっている交通事故の要因を分析し、良く研究してほしい。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。
・意見を踏まえ、交通事故発生件数とグリーンベルトの関連性を検証しながら、KPIの見直しを検討する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-4
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 アートをテーマとした構想事業
資料通し番号

担当課・係
企画財政課まち・ひと・しごと
創生係29-5

総合戦略中の
該当項目

基本目標2　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的 人が集い、アートを発信することで、長和町のブランド力と発信力の向上を目指す。

事業概要 女子美術大学との連携により、アートを活かした情報発信等を通じ、最終的にはサテライトオフィスの誘致を検討する。

対象者 女子美術大学関係者、アートに関係する企業、町民等

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① サテライトオフィス誘致件数 件
平成31年度 0 0 0 1

1 0 0

②
女子美術大学からの提案（作品）に基づく
実施事業（活用）件数

件
平成31年度 1 2 2

5 0

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

女子美術大学の学生を招聘。長和町の環境の中で、学生のスキルに応じた様々な作品の創作を通じ、その成果を
見ながら今後の事業展開を検討。

平成29年度
計画

28年度の成果を踏まえ、女子美術大学の情報発信力やデザイン力を活かした町の情報発信施策について立案・実
行する。（役場内部、必要に応じ関係団体とも調整。）女子美術大学学生の成果物の活用方法について検討する。
サテライトオフィス誘致について具体的に企業にアプローチを開始する。

平成30年度
計画

29年度に計画した情報発信施策に基づく情報発信の継続、女子美術大学学生の成果物の活用、サテライトオフィス
の誘致のアプローチの継続。（29年度の状況により変更あり）

平成31年度
計画

情報発信の継続、サテライトオフィスの誘致

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 4,409 主な経費 事業委託料4,363、旅費46

平成29年度
予算額

総事業費 4,122 主な経費 事業委託料4,000、旅費121、報酬1

平成30年度
予定額

総事業費 4,000 主な経費 事業委託料4,000

平成31年度
予定額

総事業費 4,000 主な経費 事業委託料4,000

29年度目標に対する事業進
捗状況

29年度事業については、計画の内容を踏まえて委託契約済み。現在、各企業への具体的なアプローチ
の方法の検討、女子美術大学側の意見聴取を実施中。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

（9月末現在支出なし）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源

29年度事業成
果

役場内で関係各課による意見交換を実施。女子美術大学と連携して行いたい事業の募集を職員全体から募った。
また、昨年度の女子美術大学学生の活動成果物のPRについてホームページを立ち上げPRしていく方向とした。また、
今後、企業へのアプローチにより長和町への訪問が実現する予定である。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 アートをテーマとした構想事業 資料通し番号 担当課・係
企画財政課まち・ひと・しごと
創生係29-5

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

今年度の事業計画については徐々に進捗している状
況であるが、今年度KPIの目標としている成果物の活
用には至っていない。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
女子美術大学と連携した情報発信を進めることで長和町のブランド力向上につながり、注目度や知名度が高まれば観光振興等の
可能性が期待できる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

サテライトオフィスの誘致ができれば、そこで働く人の転入が期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

効果的な情報発信の方策の検討、サテライトオフィスの誘致に関しては、企業の具体的なニーズの調査が必要。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

サテライトオフィスの誘致に向けた具体的な企業へのアプローチ、女子美術大学学生成果物の具体的活用方法の検討。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

計画どおり継続して実施することにより、事業目標の到達が見込
まれるため。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
企業の長和町訪問、女子美術大学側の考え方の聴取および今後の方向性の検討について、事業委託業者との連携、
役場内関係部署との連携により着実に進める。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】事業委託料について内容を検証し、事業の内容をしっかり説明できるようにしてほしい。
・【意見】あまり費用をかけなくても女子美術大学側に動いてもらえるような仕組み作りをしてはどうか。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。
・事業委託料の内容をしっかりチェックする。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-5
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 FMとうみ放送委託事業
資料通し番号

担当課・係 情報広報課情報広報係
29-6

総合戦略中の
該当項目

基本目標2　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的 FMとうみによる情報発信

事業概要
平成28年度より協定締結。月曜から日曜まで、午前7時50分から5分間長和町枠の放送開始（ラジオ広報ながわ）。その
ほかスマホ用アプリにより災害などの緊急放送にも対応。時代に即した情報配信を開始した。

対象者 FMとうみ放送を聴取する長和住民、および不特定多数の聴取者。

事業主体
（関連団体）

長和町・FMとうみ 実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 「FMとうみアプリ」登録者数 件
31年度 900 1,250 1,300 1,350

1,350 1,193 1,590

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

FMとうみ専用アプリや町専用番組放送を活用し、町の様々な情報や話題を提供する。

平成29年度
計画

FMとうみ専用アプリや町専用番組放送を活用し、町の様々な情報や話題を提供する。コンテンツの拡充に向けた
検討を行う。

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 657 主な経費 放送委託料（7:50～5分間専用番組、アプリによる文字配信）

平成29年度
予算額

総事業費 789 主な経費 放送委託料（7:50～5分間専用番組、アプリによる文字配信）

平成30年度
予定額

総事業費 789 主な経費 放送委託料（7:50～5分間専用番組、アプリによる文字配信）

平成31年度
予定額

総事業費 789 主な経費 放送委託料（7:50～5分間専用番組、アプリによる文字配信）

29年度目標に対する事業進
捗状況

毎日の長和専用番組のほか、本年は発生していないが、アプリを通じ災害情報や熊出没などの注意喚
起を音声や文字により提供している。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 391 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

放送委託料（7:50～5分間専用番組、アプリによる文字配信）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 391

29年度事業成
果

前年と同様、ラジオ番組と携帯電話のアプリにより、通常時は長和町からのお知らせを中心とした告知を実施し、災害
等の緊急時には警戒情報や避難情報などの情報発信に活用している。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 FMとうみ放送委託事業 資料通し番号 担当課・係 情報広報課情報広報係
29-6

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

既に当初設定した29年度のアプリ登録者の目標値を
大きく上回っている。
継続している広報と、役場担当者の働きかけにより
別荘所有者の方の登録数が増加したものと思われ
 る。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
一定の町民がすでにラジオ視聴やアプリによる情報配信を利用しており、既に定着している。とりわけアプリによる情報配信は時代
に即していると考えられる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

人口減少を抑制する効果とは直接的に言いがたいが、ラジオ放送は東御市近郊市町村に、アプリに関しては登録さえすれば世界のどこにいても
長和町の情報を得ることができる。とりわけ長和町出身の若者の町外への流出への歯止め、または町外へ移住した人が再帰を考える一助には
なっていると思われる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か
アプリ登録者数は順調に増加しているが、町民の人口と比較するとまだ普及させることは可能である。町民のニーズに合った情報
を発信することと、町民への周知の継続実施。
④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

同上

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

地域に密着した情報伝達手段であるため、より多くの町民が利
活用できるよう今後も周知に努めることで、時代に適した情報
ツールとしての効果が期待できる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
イベント開催情報を中心に、町民以外への情報発信を積極的に行い、長和町への誘客促進を図っていく。
併せて、観光部門以外についても、役場各課・関係機関から情報提供してもらえる体制づくりを再構築していく。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

・上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-6
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

.

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 乳幼児家庭応援事業
資料通し番号

担当課・係
子ども・健康推進課
子育て支援係29-7

総合戦略中の
該当項目

基本目標３（イ）子育て環境の充実

事業目的
家庭ごみの有料化は、だれもがゴミの出す量により負担することが原則であるが、乳幼児の「おむつ」は減量しがたいご
みであるため、無料のごみ袋を支給することにより子育て家庭の経済的負担の軽減を図る。

事業概要 2歳未満の乳幼児を養育している家庭におむつ用ゴミ袋を無料配付（乳幼児1人月5枚を一括配付）

対象者 町内に在住で満2歳までの乳幼児を養育されている方

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① ごみ袋支給人数 人
31年度 79 30 30 30

30 80 20

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

Ｈ28.4．1以降の出産・満2歳未満の乳幼児を養育している転入者：窓口で出生・転入手続きの際申請をしていただき、出生児は、
新生児訪問時にゴミ袋を配付。・（今年度のみ）H28．4．1時点で満2歳までの乳幼児を養育されている方にも2歳までの月数に応じ
たごみ袋を支給する。対象者を抽出し、申請書を送付。受領は、保健センターにて行う。

平成29年度
計画

窓口での出生・転入手続の際、申請書を提出していただく。新生児訪問時又は保健センターでごみ袋を配付する。

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 164 主な経費 消耗品（可燃ごみ袋（中袋））

平成29年度
予算額

総事業費 150 主な経費 同上

平成30年度
予定額

総事業費 150 主な経費 同上

平成31年度
予定額

総事業費 150 主な経費 同上

29年度目標に対する事業進
捗状況

H29.4以降の出生：19名・転入：1名

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

年度末に一括支払いのため9月30日現在支出なし

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 0

29年度事業成
果

出生・転入手続き時に支給申請の手続きをするため、申請漏れもなく速やかに支給でき、子育て世帯の経済的負担の
軽減ができた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 乳幼児家庭応援事業 資料通し番号 担当課・係
子ども・健康推進課
子育て支援係29-7

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

KPIは年間の数値であるため達成はできていないが、
出生・転入は、後期にも予定されているので可能性
はある。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

子育て世帯の転出減・多子世帯の増に期待できる

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

この事業単独では難しいが、トータル的な子育て支援策であれば、子育て世帯の転出、多子世帯の増加に期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

子育て支援施策だけでなく、交通、雇用、教育等移住・定住に結びつく総合的な施策が必要

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

継続的な実施により効果が期待できる事業と考えている

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 町外への情報発信方法の検討

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

・上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-7
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 子育て支援事業
資料通し番号

担当課・係
こども・健康推進課
子育て支援係29-8

総合戦略中の
該当項目

基本目標３（イ）子育て環境の充実

事業目的 総合戦略に基づき、様々な子育て支援策を講じ、子育て環境の充実を目指す。

事業概要
情報発信（リーフレット・ガイドブックの作成）、子育て世代の経済的負担軽減のための経済的支援等を実施し、安心し
て子育てできる環境を整え、子育て世代の定住・移住の促進を図る。

対象者 乳幼児・児童・生徒等の保護者（養育者）

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度から31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 子育て支援センター延べ利用人数 人
31年度 7,000 7,000 7,000 7,000

7,000 7,348 3,831

②
支え合いサポート事業利用料補助申請件
数

件
31年度 10 20 30

30 0

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

子育て支援リーフレット・ガイドブックを制作し、8月上旬にリーフレットの配付・ＨＰへの掲載・2月上旬にガイドブック
の配付・ＨＰの掲載。

平成29年度
計画

28年度までの出生祝い金の金額は引き上げせず、新たに小学校入学時に児童1人につき3万円、中学校入学時に児童1人につき
5万円を交付する。出生祝い金は、窓口での出生手続きの際申請してもらう。小中学校入学した児童については、町で抽出をし、
申請書を送付し、申請してもらう。また、社協の実施する支え合いサポートの利用料を補助する。

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 317 主な経費 印刷製本費

平成29年度
予算額

総事業費 7,080 主な経費
・子育て応援給付金（出生：200万円　小学校入学：150万円　中学校入学：250万
円、・支え合いサポート（子育て支援）利用料補助：108万円

平成30年度
予定額

総事業費 6,300 主な経費

平成31年度
予定額

総事業費 6,300 主な経費

29年度目標に対する事業進
捗状況

支え合いサポート事業の利用者はまだいないが、子育て支援センター利用数が昨年度の同時期より増
加しており、子育て環境が整えられてきている。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 5,170 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳） 子育て応援給付金    　 5,170,000円
【内訳】
①出　生　 　　　　 第1子： 9万円（3名）　第2子：45万円（9名）　第3子：40万円（4名）
　　　　　　　　　　   第4子：40万円（2名）　　　　《計134万円》
②小学校入学　　123万円（41名）
③中学校入学　　260万円（52名）

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 5,170

29年度事業成
果

小学校・中学校入学時の給付金の支払いは早期の支払いができた。出生祝金も出生届時の申請により速やかに支給
できており子育て世帯の経済的負担の軽減ができた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 子育て支援事業 資料通し番号 担当課・係
こども・健康推進課
子育て支援係29-8

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

子育て支援センターの利用者数は年間の数値であるため
KPIは達成できていない。
支え合いサポート事業利用補助の利用者がまだいないの
は、制度の周知不足や理解が得られていない事が考えられ
 る。
子育て応援給付金については、早期に支給でき子育て世帯
の経済的負担の軽減ができた。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

子育て世帯の転出減・多子世帯の増に期待できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

この事業単独では難しいが、トータル的な子育て支援策であれば、子育て世帯の転出、多子世帯の増加に期待ができる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

子育て支援施策だけでは移住定住は難しいため、交通、雇用、教育等移住定住に結びつく総合的な施策が必要

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

情報発信

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

定住者への子育て支援の充実を図ることで、移住定住者の促進
につなげたい。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 子育て世帯の定住移住につながる情報の発信方法の検討

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】総合的な所見の③は昨年と表現を変えてあり、こちらの方が良い。長和町は良い町だと住んでからわかった
が、住む前にはわからなかった。そのあたりをいかにやるのか。役場が一丸となって取り組み、外にうまくアピールして
ほしい。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-8
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 ファミリーサポート事業
資料通し番号

担当課・係
こども・健康推進課
子育て支援係29-9

総合戦略中の
該当項目

基本目標３（イ）子育て環境の充実

事業目的
子育ての援助を受けたい方と援助を提供する方を会員として組織し、地域全体で仕事と育児等の両立を支援する環境
を整備する。

事業概要 提供会員と依頼会員の募集及び登録をし、相互活動に関する連絡・調整を行う。

対象者 子育て世帯

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① ファミリーサポート事業利用件数 人
H31 0 0 0 30

30 0 0

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

担当課内での事業主体の検討・調整、委託の依頼をしたが、調整の結果、ファミリーサポートセンターとほぼ同じ役割を果たす
「支え合いサポート事業」（社会福祉協議会）の子育て支援業務を再開していただけることとなった。地域での支援が可能となった
状況を踏まえ、ファミリーサポート事業の実施を視野には入れるが、当面、「支え合いサポート事業」にその役割を担っていただく
こととした。

平成29年度
計画

「支え合いサポート事業」の会員募集等に協力し、町としては利用料補助を行いつつ様子を見る。

平成30年度
計画

（前年度までの状況により検討）

平成31年度
計画

（前年度までの状況により検討）

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 0 主な経費

平成29年度
予算額

総事業費 0 主な経費

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費

29年度目標に対する事業進
捗状況

提供会員・依頼会員募集のチラシを作成し配布・回覧した

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 0

29年度事業成
果

社会福祉協議会が実施する支え合いサポート事業の子育て支援業務の提供・依頼会員の募集チラシを作成し、町内
回覧、保育園・小学校を通じ配布したが、まだ利用者はいない。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 ファミリーサポート事業 資料通し番号 担当課・係
こども・健康推進課
子育て支援係29-9

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できていない

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

支え合いサポート事業の子育て業務を利用していた
だけるように事業の情報を発信し業務を理解してい
ただく。利用状況によりファミリーサポート事業を検討
していく。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

核家族・Ｉターン等の子育て世帯にとっては、仕事と家庭の両立のためには必要ではあるが、浸透するまでには時間がかかる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

子育て施策の一つに過ぎないので、この事業だけでは難しい。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

情報発信

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

情報発信

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

仕事と家庭の両立のためには、地域での支援は必要であるが、
浸透し利用するまでには時間がかかると思われる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 情報を発信し業務について理解をしてもらう。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】学校が絡むと更に効果が上がると思う。パンフレットを配ったとのことだが、先生方がそういう制度を活用でき
ることを承知しているか。困っている家庭は、保育園や小学校あたりが的確に把握できているので、そのあたりのネット
ワークをしっかりすれば、「この家庭は、町のこのシステムにつなぐ」ということができる。学校にも情報提供をお願いし
たい。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-9
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 産前産後交通費助成事業
資料通し番号

担当課・係
こども・健康推進課健康づくり
係29-10

総合戦略中の
該当項目

基本目標３（イ）子育て環境の充実

事業目的
胎児、乳児に疾患等があり遠隔地への受診が必要な場合の交通費助成により、経済的負担を軽減することで、安心し
て必要な医療を受けられ、安心安全な妊娠・出産・子育てができる体制を整え、長和町での定住や移住につなげる。

事業概要
妊婦で胎児に疾患等があり、遠隔地の医療期間に受診が必要な者、乳児で疾患等があり、遠隔地への受診が必要な
者に対し、ガソリン代とトンネル代を助成する。

対象者
妊婦で胎児に疾患等があり、遠隔地の医療期間に受診が必要な者、乳児で疾患等があり、遠隔地への受診が必要な
者

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 助成制度利用者数 人
平成31年度 2 2 2 2

2 1 0

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

要綱を策定し、遠隔地の医療機関での受診が必要な場合、交通費を補助することで安心して受診することができ、
きれめない妊娠出産子育て支援につなげることを目的に、ガソリン代とトンネル代の助成制度を開始。

平成29年度
計画

健康づくり係において妊娠届時に本事業について説明する。新生児訪問時、乳児健診時に児の健康状況について確認する中で
対象児に本事業の申請について説明する。自家用車交通費を町条例の車賃の単価に準じる形で要綱を改正する。

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 13 主な経費
受診医療機関（松本×5回）
ガソリン代8千円　トンネル代5千円

平成29年度
予算額

総事業費 92 主な経費
交通費の助成分　30円×120km×20回
トンネル代分　1,000円×20回

平成30年度
予定額

総事業費 92 主な経費
交通費の助成分　30円×120km×20回
トンネル代分　1,000円×20回

平成31年度
予定額

総事業費 92 主な経費
交通費の助成分　30円×120km×20回
トンネル代分　1,000円×20回

29年度目標に対する事業進
捗状況

9月30日現在申請者なし

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源

29年度事業成
果

9月30日現在申請者はないが、制度が存在することにより、安心安全な妊娠・出産・子育てができる体制を整えることに
つながっている。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 産前産後交通費助成事業 資料通し番号 担当課・係
こども・健康推進課健康づくり
係29-10

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

町内の妊産婦には本事業についての周知はできて
いる。
現時点で利用者がいないということは、定期的に遠
隔地への通院が対象となる妊婦、乳児がいなかった
ということである。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

継続的に事業を実施し､周知することにより効果は期待できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

町内、町外含めての事業の周知

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

長和町で実施している子育て支援策の充実・町内外への情報の周知

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

遠隔地の医療機関を受診している母子にとっては、安心安全な
子育ての支援につながる。事業を開始したばかりなので、住民へ
の周知啓発に心がけ、今後も継続して事業を実施する。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 今後も母子手帳交付時、各種事業等の場面で制度の周知を行い活用を促していく。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

・上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-10
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 農大連携特産品開発事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課　農政係
29-11

総合戦略中の
該当項目

基本項目1　（ア）特産品開発等による雇用の創出

事業目的
東京農業大学山村再生プロジェクトと連携して新たな特産品の開発・商品化を進め、農産物の付加価値を高め農業振
興と雇用の創出を図る。

事業概要 エゴマ・キヌア等の機能性作物の試験栽培と新規7品目の開発・商品化

対象者 東京農業大学山村再生プロジェクト・農家・新規就農者・加工製造者・観光客

事業主体
（関連団体）

東京農業大学山村再生プロジェクト 実施期間 平成27年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

①

大学と連携した特産品開発・商品化7品
（長和のトマト、和紙かるた、池田南蛮味
噌、華豆どらやき等、コウジイラズ味噌、
キヌア・エゴマ商品開発、長和漬）

品目

31 2 2 4 6 7

7 2 2 4

②
キヌア・エゴマ等機能性健康食品の試験
栽培（機械化試験）

a
31 0 80 200 200 200

200 0 80 120

③ レシピ集作成・発行 部
31 1,000 1,000 0 0 1,000

2,000 1,000 0 0

④ ラベルデザイン完成 個
31 3 1 0 2 1

7 3 3 1

⑤
PR媒体への掲載
（YouTube、ラジオ、雑誌等）

媒体
31 1 1 2 2 3

3 1 4 2

平成27年度
実施内容

特産品2品（長和のトマト・長和かるた）の開発及び商品化への取組みと5品目の特産品開発の継続。特産品を活用
したレシピ集1000部発行。YouTube掲載による宣伝PR【地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先
行型）活用】

平成28年度
実施内容

キヌア・エゴマ等の機能性食品80aの試験栽培及び特産品2品（長和のトマト880本製造と販売、長和かるた増刷と町
内施設（22施設・団体、100セット）の配布）の開発・商品化への取組みと5品目の特産品継続開発。新たなレシピの
検討及び4媒体での宣伝ＰＲ

平成29年度
計画

年間を通し農大と町内団体による再生地等を利用した取り組みとなる。キヌア・エゴマ等の機能性食品200ａの機械
化栽培及び試験栽培。特産品5品（長和のトマト、池田南蛮味噌、エゴマ油、キヌア、アマランサス等）の開発・商品
化への取組みと1品目の特産品継続開発。1媒体での宣伝ＰＲ
（和紙かるたは町へ移管し商品化する。）町内生産者団体と共同し、生産体制確立、ＫＰＩの実現を図る。

平成30年度
計画

年間を通し農大と町内団体による再生地等を利用した取り組みとなる。キヌア・エゴマ等の前年度までに開発した機
能性作物の機械化栽培及び試験栽培。特産品6品の商品化への取組みと1品目（長和漬）の特産品継続開発。2媒
体での宣伝ＰＲ。

平成31年度
計画

年間を通し農大と町内団体による再生地等を利用した取り組みとなる。キヌア・エゴマ等の前年度までに開発した機
能性作物の機械化栽培と試験栽培。特産品7品の生産体制・商品化・販路確立を完成させる。2媒体での宣伝ＰＲ。
レシピ集1000部発行。

平成27年度
決算額

総事業費 2,500 主な経費 特産品開発に係る材料等、土壌分析、レシピ集、ラベルデザイン、宣伝媒体ＰＲ

平成28年度
決算額

総事業費 2,500 主な経費
キヌア・エゴマ等の試験栽培費、特産品開発に係る材料等、新たなレシピ開発、
ラベルデザイン、宣伝媒体ＰＲ

平成29年度
予算額

総事業費 2,500 主な経費
キヌア・エゴマ等の栽培費、一部特産品の試験栽培費（ブラッククミン・キビ等）。
特産品開発に係る材料等、ラベルデザイン作成費、宣伝媒体ＰＲ

平成30年度
予定額

総事業費 2,500 主な経費
キヌア・エゴマ等の栽培費、試験栽培費、特産品開発に係る材料等、ラベルデザ
イン、最終栽培体系確立に向けた土壌分析、宣伝媒体ＰＲ

平成31年度
予定額

総事業費 2,500 主な経費
キヌア・エゴマ等の栽培費、試験栽培費、特産品開発に係る材料等、レシピ集、
ラベルデザイン、宣伝媒体ＰＲ

29年度目標に対する事業進
捗状況

実施計画、達成目的に鑑み、事業は順調に進捗している。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 2,710 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）
特産品開発経費（資材・材料等）　７品　2,310千円
レシピ開発・ＰＲ媒体　　　　　　　　　　　　　140千円
ラベルデザイン　　　　　　　　　　　　　　　　260千円
支出計　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　2,710千円
（長和のトマト販売収入、東京農大負担等210千円）

国庫支出金

県支出金

その他 210

一般財源 2,500

29年度事業成
果

平成29年度のKPIは以下のように達成しつつある。昨年度までの特産品開発に加え、9月までにエゴマ油、アマランサス
の商品化に成功し、11月には販売試験を実施する。また池田南蛮の加工用使途も検討し、試作を重ねている（KPI１）。
栽培地も予定通り拡大し、将来の自立化に向けた基盤ができつつある（耕作放棄農地40㌃を新規に耕作）（KPI２）。レシ
ピ集はすでに目標を達成しているが、新たなバージョンの作成準備に入っている（KPI３）。ラベルデザインはアマランサ
ス・キヌア・エゴマ油、長和のトマトのデザインを修正・確定した（KPI４）。PR媒体への掲載は、YouTube、新聞（東信
ジャーナル紙、環境市場新聞）等に掲載された（10月予定）（KPI５）。また長和雑穀研究会が設立され生産組織形成も進
んでいる。新規就農者受入体制も地元若手農家と計画している。実施計画、達成目標等に鑑み計画は順調に進捗して
いる。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 農大連携特産品開発事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課　農政係
29-11

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

２．事業実施状況（平成29年度の実施状況）の「29年
度の事業成果」参照。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
地元農産物加工による新規特産品開発・商品化により農産物の付加価値を高め農業振興と地域活性化につながる。
機能性健康食品の商品化に成功すると遊休農地解消と農業経営がよくなることにより、新規就農者の雇用となる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか
材料となる農産物栽培及び機能性健康作物栽培により、農業での雇用と特産品の加工製造での雇用が生まれる。
安定した農業経営ができることにより、新規就農者雇用による町外からの転入が見込める。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

農産物栽培者と特産品製造販売者の確保
エゴマ・キヌア・ｱﾏﾗﾝｻｽ等の栽培機械化による省力化
販路の開発と確保、低コスト化

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

生産組織の確立

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

行政・生産者・東京農業大学の緊密で継続した連携取組の推進

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

　今年度半期の事業実施により①新規特産品及び新規農作物栽
培に目処がついた。②農業振興、③地域活性化、④遊休農地解
消、⑤雇用の創出、⑥新規就農者対策として期待できる。
　地域の高齢化・人口減少の中で、機械化、栽培者確保、販路の
隘路解消等の課題がある。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
年度末に向けた改善内容として、①機械化のさらなる進展と省力化・低コスト化の研究・推進、②栽培の普及と栽培者
確保、③販路拡大の研究、④生産者組織強化、⑤品目数を維持しつつ開発品目の再検討、⑥行政・生産者・東京農大
との密接な関係の深化、等をはかる。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

・上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-5 28-11
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 地域資源を活かした農業の創出事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課・農政係
29-12

総合戦略中の
該当項目

基本目標１　（ア）特産品開発等による雇用の創出

事業目的
農業者の高齢化や後継者不足、農業経営不振等による地域農業の衰退に歯止めをかけ、「強い農業」、「儲かる農業」、「持続可能
な農業」を実現するための新たな農業ビジネス事業を展開することで、農家の所得向上、新規就農者の確保、遊休農地の解消、農業
分野の雇用創出等の農業を通じた地域活性化、農業体験による都市部との交流人口の増加を目指す。

事業概要
山間農地の個性を活かし、付加価値を高めた農産物の首都圏への産地直送販売ルートを開拓し、消費者の求める食の
安全・安心・高品質に応え、消費者が農家を選択する事業を展開する。

対象者 都市部住民、地元農家、観光客

事業主体
（関連団体）

合同会社　ＳＭＩＬＥ結絆 実施期間 平成29年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 山間遊休農地の活用面積（実施前50ａ） ａ
平成31年度 90 150 240

240 90

② 農家数（実施前5名） 名
平成31年度 10 17 25

25 6

③ 農産物等売上額 千円
平成31年度 4,500 7,500 12,000

12,000 2,073

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

平成29年度
計画

事業主体において、事業の「基礎づくり」を行う。農家の商品化（Ｗｉｔｈ　Ｆａｒｍｅｒｓ　Ｓｙｓｔｅｍ以下WFS）のシステム構
築、ＨＰ開設、チラシ・パンフレットの作成。また、耕作放棄地の復旧と共に拠点となる場所も整備する。

平成30年度
計画

事業主体において、事業の付加価値づくりを行う。インターネットにより畑の風景や農作物の生育、収穫など畑に来
る時期が動画で見られる「見える化システム」の構築を行う。

平成31年度
計画

事業主体において、事業の安定化と規模拡大・顧客増大を図る。構築したシステムにより、農家情報を積極的に発
信することで、顧客増大を目指す。また、契約数とのバランスを見ながら、遊休農地の復旧と協力農家の斡旋を実施
する。

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 主な経費

平成29年度
予算額

総事業費 14,140 主な経費

【地方創生推進交付金を活用した事業主体への補助金】地域資源を活かした農
業の創出事業（①旅費-販路開拓活動540千円、②需用費-有機土壌改良農業
資材等1,700千円、③委託料-ホームページ作成料等2,500千円、④備品購入費-
獣害防止電気柵等7,400千円、⑤建設工事費-簡易休憩所2,000千円）

平成30年度
予定額

総事業費 4,440 主な経費
【地方創生推進交付金を活用した事業主体への補助金】地域資源を活かした農
業の創出事業（①旅費-販路開拓活動540千円、②需用費-有機土壌改良農業
資材400千円、③委託料-ホームによる見える化システム3,500千円）

平成31年度
予定額

総事業費 1,240 主な経費
【地方創生推進交付金を活用した事業主体への補助金】地域資源を活かした農
業の創出事業（①旅費-販路開拓活動540千円、②需用費-有機土壌改良農業
資材400千円、③賃借料-機械借上料300千円）

29年度目標に対する事業進
捗状況

県内外において野菜マルシェやWFS説明会を実施し、事業者と顧客のプランシェアによる結びつき営業
を展開している。また、地産地消・季節限定をコンセプトにした老舗菓子店との連携も進めている。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 14,140 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳） ■地域資源を活かした農業の創出事業補助金　14,140千円
■平成29年9月30日現在　事業推進主体執行状況
①旅費：312,000円（営業旅費等）、②需用費：429,899円（農業資材費・パンフレット作成費
等）、③委託料490,320円（顧客管理システム構築費・ホームページ作成費）、④備品購入費
5,998,960円（販売促進車購入費・獣害防止柵購入費・草刈機購入費等）、⑤建設工事費
2,000,000円（簡易休憩所）

国庫支出金 7,070

県支出金

その他

一般財源 7,070

29年度事業成
果

平成29年度は事業開始年度であることから、有機土壌改良資材の購入、パンフレットやホームページの作成、草刈機の
購入等の基盤強化に費やした。また、マルシェや収穫体験を通じて、実際の農産物の品質の良さや環境の良さを理解し
てもらい、会社の理念に共感できる顧客の確保に努めた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 地域資源を活かした農業の創出事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課・農政係
29-12

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できていない

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

事業推進主体は、顧客の元に伺い一緒になって作付
計画を行い、協力農家が顧客の要望どおりに作付を
行うことをコンセプトとしているため、作付を行う前の
12月から3月までに契約を結ぶ必要がある。しかし、
今年度は初年度でありパンフレット等もなかったこと
から、作付前の契約は殆ど結べず、収穫体験・マル
シェ・通販などの販売がメインとなってしまった。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

事業推進主体は、顧客と協力農家との橋渡し役として、双方との打合せ・調整を行っている。即効性はないにしても、モノの対価以
上に相互の信用性と価値観を生み出すため継続性は十分期待できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

顧客の口コミにより収穫体験に訪れる方に対し、長和町の自然豊かで安心・安全な野菜の良さを実感してもらい、自らも新規就農者
として転入してもらえることが期待ができる。

③事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

顧客と一緒になって作付計画を行っていく事業展開が基本のため、事業推進主体の理念を利用者にプレゼン（営業活動）できる人
材を登用し、顧客の開拓をする必要がある。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

同上。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）
表記の売上は、９月末日までの宅配・通販・マルシェ及び収穫体験・農業体験である。事業推進主体において、１１月以降は年間契
約者の営業を積極的に行っていく。

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

事業推進主体による顧客や協力農家との共同創出による作付計
画は、顧客へ四季を通した安心・安全な野菜の供給と体験がで
き、協力農家は遊休農地の解消・所得の向上と生きがいに繋が
る。また、都市との交流をすることにより、地域の活性化の一助と
なり得る。このような観点から、計画どおり継続することが、総合
戦略の施策推進の観点からも有効である。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
事業推進主体が理念としている「顧客と農家が一緒になって作付計画（共同創出）を行う」ことを積極的にPRし共感を持
てる顧客を開拓する必要がある。そのためにも、プレゼン（営業）をできる人材を登用する必要がある。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】事業実施主体が設立したばかりの会社で実績等の面から不安である。
・【意見】会社組織、顧客数、目標金額等、行政がしっかりチェックしないと実態が見えてこない。行政がしっかりチェック
しながら事業を行ってほしい。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。
・事業推進主体において、補助金が適切に使われているかやKPIが達成されているかについて行政がチェックする体制
を整えているが、しっかりチェックを行う。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 ふるさと創生コミュニティー事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課特産品開発係
29-13

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活用した観光振興による交流人口の増大

事業目的
グリーンツーリズム協議会をはじめとし、町内にある自然体験、体験学習を実施する事業者、団体の連携を促進するた
め「体験の町ネットワーク」を構築し、施設間連携を深めるなど都市農村交流の増大に資する事業を実施する。

事業概要 体験学習実施団体及び事業者の組織づくりを行い情報の共有化を図る。

対象者 町内体験受入団体及び体験施設事業者

事業主体
（関連団体）

長和町　（長和町グリーンツーリズム協議会） 実施期間 平成２８年度～平成３１年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

①
体験の町ネットワーク（仮称）への参加団
体数（累計）

件
31 5 15

5 15 15

②
ふるさと創生コミュニティー事業実施団体
設立件数（累計）

件
31 1 1 1

1 0

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

体験の町ネットワーク（仮称）立ち上げ各団体事業者による情報交換及び連携体制の構築
体験内容・体験施設を紹介したパンフレットの作成

平成29年度
計画

体験の町ネットワークとして独自の事業展開を実施。また事業を実施するための組織の立ち上げ。

平成30年度
計画

体験の町ネットワークとして独自の事業展開を実施。

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 507 主な経費 パンフレット作成費、委員賃金、委員旅費、パンフレット等郵送費

平成29年度
予算額

総事業費 466 主な経費 パンフレット作成費、委員賃金、委員旅費、パンフレット等郵送費

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

29年度目標に対する事業進
捗状況

KPIにある事業実施団体設立に向けてヒアリング等を実施し準備している。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 0

29年度事業成
果

この事業を実施するために地域おこし協力隊を2名採用した。現在、研修を行うとともに関係団体、事業者と協議を行っ
ている。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 ふるさと創生コミュニティー事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課特産品開発係
29-13

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できていない

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

ＫＰＩ及び事業目標達成に向けて、現在準備中であ
り、今年度末までには事業実施団体を設立する。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
当町に多くある体験受入団体及び体験施設が連携することにより、更なる都市農村交流の増大が図られ、また継続的な効果が期
待できる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

都市農村交流が活発になることにより、将来的に移住者の増加が期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

効果的、継続的な事業展開を行うためにより多くの団体、事業者に参加してもらうことが課題である。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

各団体及び事業者がこの事業を展開することによるメリットを示していくこと。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

地域おこし協力隊を中心に事業実施団体の体制及び事業実施方針を明確にしていく。

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

この事業を実施することで、事業者間の連携が図られ、より効果
的な事業展開ができ交流人口の増大が期待できる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 中長期的な事業計画に基づき、具体的な事業を実施していく。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】前年度に連携体制を構築、1年かかって組織を立ち上げるのは遅いのではないか。受け入れる側の共通認識
は大切だしそれもわかるが、やはり遅いのではないか。意見を聞いているのであれば、何が課題となって、どういう意見
があったかということがないと、「PDCAサイクル」の「C」にならないし、「A」にもつながっていかない。次回は、もう少し具
体的なことを出してほしい。
・【意見】都市農村交流はどこでもやっており、内向きな議論だけではなく、交流の相手に向いてやっていくべき。都市に
いる団体や財団法人、社団法人等とどんどんつながっていくべき。
・【意見】上記の意見を踏まえ、資料を集め、しっかり説明できるようにしてほしい。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-12
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称
地域資源を活用した雇用創出・観光振興事業、キャン
ペーン隊設置事業

資料通し番号
担当課・係

産業振興課特産品開発係・商
工観光係29-14

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的
若手観光従事者等の組織化等により、観光客の通年集客や従業員の通年雇用による若者の地域定着を目指す。長和町キャンペー
ン隊を設置し、観光ＰＲはもとより町の特産品（奨励品）の物品販売を行うことにより、長和町を広く認知してもらうとともに交流人口の
増大を図る。

事業概要
若手観光従事者等による地域資源活用検討組織を立ち上げ、観光分野における将来像等を検討する。長和町キャン
ペーン隊を組織し、観光キャンペーン及び物品販売のイベントに積極的に参加する。

対象者 出展先地域住民、観光客

事業主体
（関連団体）

長和町　（ながわ特産カンパニー、観光協会、長和町キャ
ンペーン隊、次世代誘客観光を考える会）

実施期間 平成27年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 長和町キャンペーン隊活動回数（単年度） 回
平成31年度 5 15 15 15

5 14 13

② 若手観光従事者の組織化 件
平成27年度 1

1 1

③ 「次世代誘客観光を考える会」検討回数 回
平成27年度 5

5 5

④
「次世代誘客観光を考える会」の意見を基
にした実施施策数（累計）

件
平成31年度 1 2 3

3 2

⑤

平成27年度
実施内容

若手観光従事者等による地域資源活用検討組織（長和町の次世代誘客観光を考える会）を立ち上げ、観光分野における将来
像、グリーンシーズンのメニュー等の検討を実施　観光キャラバン隊により都市部における観光PRの実施【地域活性化・地域住民
生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）活用】

平成28年度
実施内容

一般公募によりキャンペーン隊を募集。　キャンペーン及び物品販売に参加。
若手観光従事者等による地域資源活用検討提言の実行に向けた検討。

平成29年度
計画

キャンペーン及び物品販売に積極的に参加し長和町のＰＲを積極的に実施する。
「提言書」の内容を踏まえた施策の実施

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 950 主な経費
[次世代誘客観光を考える会事業]委員賃金122、委員旅費18
[観光キャンペーン隊事業]報償費66、需用費538、使用料207

平成28年度
決算額

総事業費 2,193 主な経費 キャンペーン隊謝礼、ﾉﾍﾞﾙﾃｨｰｸﾞｯｽﾞ、出展料、備品、パンフレット、旅費

平成29年度
予算額

総事業費 2,514 主な経費 キャンペーン隊謝礼、ﾉﾍﾞﾙﾃｨｰｸﾞｯｽﾞ、出展料、備品、パンフレット、旅費

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

29年度目標に対する事業進
捗状況

KPI①については予定どおり事業を実施している。「次世代誘客観光を考える会」の意見を基にした施策
にも取り組んでいる。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 715 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳） キャンペーン対謝金　212,000円
キャンペーン隊旅費　　96,000円
職員旅費　　　　　　　　120,000円
販売促進消耗品　　　　73,440円
長和町コンシェルジュ育成事業　129,000円

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 715

29年度事業成
果

キャンペーン隊は、とびっ蔵を拠点として、町内外のイベント、キャンペーンに積極的に参加している。
「次世代誘客観光を考える会」の意見を踏まえた施策の実施により、更なる誘客に向けた取り組みを具体的に行うこと
ができた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称
地域資源を活用した雇用創出・観光振興事業、キャンペーン隊
設置事業

資料通し番号 担当課・係
産業振興課特産品開発係・
商工観光係29-14

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

キャンペーン隊は、今年度既に20回ほど物販及びイ
ベントに参加している。
「次世代誘客観光を考える会」の意見を基にした実施
施策については、新パンフレット作成、長和町コン
シェルジュ事業に取り組んでいる。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
キャンペーン隊が積極的に事業展開することにより、継続的なＰＲ効果と経済効果が得られる。また、「提言書」の内容を実施する
ことにより観光客が増加すれば長和町の観光の活性化に資することができる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか
キャンペーン隊が物品販売等により長和町の魅力を発信し続けることや、提言書の内容を実施することにより、観光客の増加及び
将来的に移住者の増加が期待できる。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か
積極的に出展するなかで、どのイベントが効果的なのか検証する必要性がある。また、提言書の内容が実行に移せるよう詳細を研
究していく必要がある。
④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か
キャンペーン隊事業を継続して実施していくために観光協会をはじめとした関係団体及び特産品事業者と緊密な連携が必要であ
ると考える。また、提言書の実施に関しては、継続性と費用対効果の見極めを行う必要がある。
⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

知名度不足を解消し、長和町の存在と町の魅力発信を継続して
いくことや、キャンペーン隊が積極的にイベント等に参することに
より直接多くの方に観光情報及び特産品を紹介することができ
る。将来的な長和町ブランドの確立を目指すとともに産業の振
興、地域の活性化（移住、定住の促進）につながるため。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
キャンペーン隊について、関係団体と緊密な連携を図り、効果的なイベントに参加していく。
「提言書」の内容実施については、現在取り組んでいる事業を着実に実施していくとともに、他の項目についても実施の
可否等を検討していく。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】キャンペーンや物販には商品を出している人（事業者）が行ってこそである。将来はそういう人たちがキャン
ペーン隊を担い、消費者の意見を直接肌で感じることが必要である。行政の喉を通すのではなく、生産者が消費者と直
接つながることが必要。
・【意見】黒耀石のふるさとまつりに参加したとき、チョウザメのキャンペーンでブースが出ていた。会話を聞いていると
キャンペーンの効果の大きさを感じるとともに、当事者がそこにいるからこその価値があると感じた。
・【意見】意見を踏まえ、成果が出ているか、数字として出ているか、しっかり報告できるようにしてほしい。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-3 28-13
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 フォレストアドベンチャー事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課特産品開発係
29-15

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活用した観光振興による交流人口の増大

事業目的 フォレストアドベンチャーを導入し、夏期の誘客を図るとともに雇用の確保を目指す。

事業概要 地域資源を活用した夏期の誘客のため「フォレストアドベンチャー（自然共生型アウトドアパーク）」の設置を検討する。

対象者 観光客、地域住民等

事業主体
（関連団体）

長和町、フォレストアドベンチャー検討委員会（仮称）、
（株）長和町振興公社

実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① フォレストアドベンチャー誘客数（単年度） 人
平成31年度 0 15,000

15,000人 0

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

フォレストアドベンチャー設置に関して検討した結果、事業とりやめ

平成29年度
計画

平成30年度
計画

平成31年度
計画

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 0 主な経費

平成29年度
予算額

総事業費 0 主な経費

平成30年度
予定額

総事業費 主な経費

平成31年度
予定額

総事業費 主な経費

29年度目標に対する事業進
捗状況

（事業取りやめ）

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源

29年度事業成
果
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 フォレストアドベンチャー事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課特産品開発係
29-15

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できていない

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

（平成28年度において検討の結果事業取りやめ）

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

（平成28年度において検討の結果事業取りやめ）

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】夏場のスキー場をどうするかということは議会も非常に関心があると思う。フォレストアドベンチャーができない
とすれば、次のプランを検討してほしい。

今後の事業の
あり方

（とりやめ）

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-14
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 特産品開発チーム設置事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課特産品開発係
29-16

総合戦略中の
該当項目

基本目標１　（ア）特産品開発等による雇用の創出

事業目的
地域の農家や団体、また大学とも連携し地域の資源を活かして特産品の開発を推進することにより、新たな産業の育
成、地域の活性化に資する。

事業概要
特産品開発チームを設置し、農家、団体、大学とも連携を図りながら特産品開発の研究、開発体制を整備し特産品の
加工製造販売を行う。

対象者 関係する農家、事業者、大学　及び顧客

事業主体
（関連団体）

長和町　（ながわ特産カンパニー） 実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 長和町奨励品数（累計） 品目
平成31年度 62 80 82 84

84 77 77

② 商品化した特産品数（累計） 品目
平成31年度 2 4 6

6 1

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

地域おこし協力隊を中心として新商品開発の研究、試作を行い商品化を図る。

平成29年度
計画

新商品開発を継続して実施するとともに、商品化された特産品について販売を行い奨励品の認定を目指す。

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 883 主な経費 備品、作業員賃金、消耗品　等

平成29年度
予算額

総事業費 1,754 主な経費 作業員賃金、旅費、原材料費、ラベル等印刷費、消耗品、作業委託費　等

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

29年度目標に対する事業進
捗状況

ＫＰＩ②について、ながわ特産カンパニーにおいて特産品となりうる加工品の試作を行っており、一部加
工品については販売を開始した。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 762 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

作業員賃金　　　　356,400円
備品購入費　　　　275,832円
原材料費　　　　　　83,250円

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 762

29年度事業成
果

特産品となり得る商品開発を進めておりＫＰＩ達成の目処がついた。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 特産品開発チーム設置事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課特産品開発係
29-16

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

ＫＰＩ②については、試作品の商品化を図りことにより
達成可能であると考える。またＫＰＩ①については、こ
の商品も含め新たな商品を奨励品審査委員会に申
請し、認定を受けていく。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

特産品開発により、新たな産業の振興、地域の活性化につながる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

特産品として販売促進を図り、新たな産業として成り立つことにより雇用の確保ができ転出抑制につながる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

地域資源を活用しながら、安心安全、かつ売れる商品開発が必要である。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

生産、加工製造、販売を一体的に展開できる体制整備が必要である。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

売れる特産品づくりは新たな産業の育成及び地域の活性化につ
ながる事業である。また特産品を通じて長和町のＰＲにもなり、交
流人口の増大にもつながる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 継続して特産品開発事業が実施できる体制の確立を目指す。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

・上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-15
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 ワイン産業プロジェクト展開事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課特産品開発係
29-17

総合戦略中の
該当項目

基本目標１　（ア）特産品開発等による雇用の創出

事業目的
現在長野県は「信州ワインバレー構想」を策定し、また当町においても千曲川ワインバレー特区の構成市町村として認
定を受けた中で、ワインぶどうを活用した農業及び観光振興、また雇用の創出を目的として事業を展開する。

事業概要
栽培に係わる人材育成、試験圃場の整備、プロジェクト委員会の運営、ワイン振興に係わるイベントの開催
千曲川ワインバレー特区に係わる事業

対象者 黒耀ワインぶどうプロジェクト委員会、ぶどう栽培研修生、千曲川ワインバレー特区連絡協議会、JAファーム

事業主体
（関連団体）

長和町　（黒耀ワインぶどうプロジェクト委員会）
（千曲川ワインバレー特区連絡協議会）

実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 農林漁業への新規就農者（累計） 人
平成31年度 3 3 5 5

5 2 2

② ワイン用ぶどう圃場面積 a（アール）
平成31年度 80 280 380 480

480 80 400

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

ワインぶどうプロジェクト委員会の設立、ワインぶどう栽培者の研修、試験圃場地の確保、ワイン振興に係わる事業
の実施【地方創生加速化交付金活用】

平成29年度
計画

事業戦略の策定、研修、研究、事業化。　圃場の整備、品種の検討、栽培方法の検討、栽培開始、千曲川ワインバ
レー関連事業の実施　【地方創生推進交付金活用】

平成30年度
計画

ワインぶどうの栽培の推進、委託醸造を含めた醸造の検討、販売戦略の検討、販路の確保、千曲川ワインバレー
関連事業の実施　【地方創生推進交付金活用】

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 13,991 主な経費
プロジェクト委員会補助金、千曲川ワインバレー特区連絡協議会負担金（H27繰
越【地方創生加速化交付金活用】）、苗木購入

平成29年度
予算額

総事業費 21,110 主な経費 プロジェクト委員会補助金、千曲川ワインバレー特区連絡協議会負担金

平成30年度
予定額

総事業費 3,500 主な経費 プロジェクト委員会補助金

平成31年度
予定額

総事業費 3,500 主な経費 プロジェクト委員会補助金

29年度目標に対する事業進
捗状況

人材育成については、研修2年目ということで計画どおりである。圃場についても当初予定していた面積
は確保でき今後、手続き及び整備を行っていく。ＰＲイベントについては今後、実施する。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 5,200 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

黒耀ワインぶどうプロジェクト委員会補助金　5,100,000円
千曲川ワインバレー特区連絡協議会補助金　100,000円

地方創生推進交付金　活用

国庫支出金 2,500

県支出金 0

その他 0

一般財源 2,700

29年度事業成
果

試験圃場の整備ができ、定植する目処がついた。研修生についても来年度、ワインぶどう栽培で就農するめどがつい
 た。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 ワイン産業プロジェクト展開事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課特産品開発係
29-17

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

ＫＰＩ①については、研修生の農地も確保でき今年度
中には新規就農者の認定が受けられる。
ＫＰＩ②については、当初予定していた以上の農地が
ワインぶどうの圃場として確保できた。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
ワイン関連事業は、実際に効果がでるまでは時間がかかる。しかし、ワインぶどう栽培及び関連事業が定着すれば非常に大きな経
済効果が期待できる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか
新規就農者及びワイン事業の展開により雇用が確保できる。また、ワインツーリズムなどの観光振興により交流人口の増大が図ら
れ、移住、定住の増加が期待できる。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

苗木の確保、更なる圃場の確保、圃場整備費用の確保。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

ＫＰＩ達成に向けた新たな人材確保と圃場の確保。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

ワインぶどう栽培は収益を上げていくまでに3年から5年時間がかかる。それまでの収入をどうしていくかが課題である。

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

遊休農地の解消及び農業後継者の育成、また新たな産業の育
成のため、継続的かつ強化して取り組む必要がある。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 苗木の確保、更なる圃場の確保、圃場整備費用の確保について着実に進めていく。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

・上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-16
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 特産品サテライトブース事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課特産品開発係
29-18

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的
長和町の特産品（奨励品）の展示販売及び観光情報の発信を目的としてサテライトブースを設置する。
長和町の情報発信の強化を図るとともに道の駅の活性化にもつなげる。

事業概要 情報館に奨励品展示販売及び観光情報発信を目的とした施設の整備する。

対象者 観光協会、ながわ特産カンパニー、観光客

事業主体
（関連団体）

長和町　（観光協会・ながわ特産カンパニー） 実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① サテライトブース来館者数（単年度） 人
平成31年度 1,000 6,000 6,000 6,000

6,000 599 4,739

② サテライトブース売上高（単年度） 千円
31年度 300 4,000 4,800 6,000

6,000 818 5,269

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

サテライトブース設置に向けた検討、施設整備

平成29年度
計画

サテライトブースの運営

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 9,102 主な経費 施設改修費、備品費

平成29年度
予算額

総事業費 2,645 主な経費 スタッフ賃金、旅費、運営用備品、運営用消耗品

平成30年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

平成31年度
予定額

総事業費 未定 主な経費 未定

29年度目標に対する事業進
捗状況

事業は計画どおり進んでいる。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 2,118 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

運営スタッフ賃金　　　 1,724,116円
備品費　　　　　　　　　　　203,796円
消耗品　　　　　　　　　　　155,874円

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 2,118

29年度事業成
果

今年3月にとびっ蔵（サテライトブース）オープン以来、当初の計画を上回る入場者数及び売上げがある。
販売実績も含め、町の情報発信の拠点として機能している。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 特産品サテライトブース事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課特産品開発係
29-18

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

ＫＰＩ①のＨ29実績人数は購入者数であり、入館者数
については概ね購入者数の3倍である。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
とびっ蔵を設置することにより、特産品及び観光情報の発信ができ、道の駅の活性化にもつながる。
即効的かつ継続的な経済効果が得られる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

事業展開により雇用の確保が図られるとともに、交流人口の増大が期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

運営方法について、更なる検討が必要と思われる。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

観光を含めたきめ細かな情報提供とサービスの向上。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

観光協会及びステーション28の事業者との連携が必要不可欠である。

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

公共施設の有効活用を図るとともにトータルな情報発信が期待
できる。また、観光協会及びやすらぎステーション28事業者との
連携により道の駅の活性化にもつながり交流人口の増大にもつ
ながる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 運営方法も検討し、施設が有効活用できるように努める。道の駅と一体となった運営を目指す。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】道の駅は良いエリアなので、長和町で一番人が集まるところにしてはどうか。成功している道の駅には町の人
がいつでも来ており、それにつられて外からお客さんが来る。とびっ蔵でいろいろなエリアの宣伝（商品や交通手段）をし
て、道の駅を拠点に人をばらまくようなことも必要。農産物直売所も競合しないでお互いに高め合えるような総合プラン
を立ててほしい。成功した道の駅は、しっかりした企画者が「こうやるんだ」とやっている。みんなで集まって、ああでもな
い、こうでもないとやっていると先に進まない。スピードも大切。
・【意見】ビジネスとして成立するのか。とびっ蔵がビジネスとして成り立っていくための前提となり得るかということが大
切。ビジネスとしてどうしていくかがない限り、永遠に町が経費を丸抱えすることになってしまう。
・【意見】とびっ蔵だけ、直売所だけと考えるのではなく、エリア全体のプランを作る中で、直売所やとびっ蔵の使い方、既
存商店の使い方、温泉の使い方を考えてほしい。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-17
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 「稼ぐ農業」の展開事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課　特産品開発係
29-19

総合戦略中の
該当項目

基本目標１　（ア）特産品開発等による雇用の創出

事業目的
「民・学・官」の協働事業として、中型機械化による機能性雑穀の一貫生産体制を確立し、稼ぐ農業を展開することによ
り耕作放棄地の再生とともに新たな産業の振興を図る。

事業概要
地域農業者が主体となり「民・学・官」の協働事業として、エゴマ、キヌア、アマランサスなどの機能性雑穀の栽培、生産
を行う。またエゴマ油など加工品の製造及び販売も行い「稼ぐ農業」を実践する。

対象者 関係する農家、事業者、大学、及び顧客

事業主体
（関連団体）

長和雑穀研究会、（東京農業大学、長和町） 実施期間 平成29年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

①
エゴマ、キヌア、アマランサス等の栽培面
積（開始時点40a）

a（アール）
平成31年度 150 200 300

300 150

② 雇用者数（開始時点0人） 人

平成31年度 3 4 5

5 2
（9月末時点）

③ 販売額（開始時点0円） 千円
平成31年度 800 2,500 5,500

5,500 達成見込み

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

平成29年度
計画

「長和雑穀研究会」の設立。一貫中型機械化に基づく大規模栽培技術及び商品技術の確立。市場・販路調査と販
売試験、販売の実施。東京農業大学関連事業による都市住民との交流。

平成30年度
計画

大規模生産の実施、商品生産と販売の充実、販路拡大、雇用の安定、都市住民との交流拡大。

平成31年度
計画

生産面積拡大による更なる大規模生産の実施、特産品としての販路確立、市場認識力の向上、都市住民との交流
の充実。生産者組織の法人化。

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費
平成28年度

決算額
総事業費 主な経費

平成29年度
予算額

総事業費 15,530 主な経費
長和雑穀研究会補助金（内訳：備品購入10,880、機械借り上げ500、資材費500、作業委託
費1,200、販促調査旅費250、賃料200、収納庫2,000）　地方創生推進交付金活用

平成30年度
予定額

総事業費 12,450 主な経費
長和雑穀研究会補助金（内訳：備品購入9,250、機械借り上げ250、資材費250、作業委託
費1,200、販促費300、賃料200、HP作成1,000）　地方創生推進交付金活用

平成31年度
予定額

総事業費 3,000 主な経費
長和雑穀研究会補助金（内訳：備品購入1,300、作業委託費1,200、販促費300、賃料200）
地方創生推進交付金活用

29年度目標に対する事業進
捗状況

平成29年度のKPI①は達成できている。②は2人を雇用した。③は達成見込みである（1１月からの販売
予定のため）。事業は計画通りに進展している。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 13,570 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳） ■長和雑穀研究会補助金　13,570千円
■事業推進主体による執行済み予算合計1,036,710円
　(執行済み予算の主な内訳)機械借上げ代 234,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　資材費　　　　　462,710円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　作業委託費　　32,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　賃料　　　　　　 20,000円

国庫支出金 6,785

県支出金

その他

一般財源 6,785

29年度事業成
果

平成29年度9月末時点でアマランサス、エゴマ油の商品化に目処がついている。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 「稼ぐ農業」の展開事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課　特産品開発係
29-19

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

平成29年度KPＩの内、①は達成済み。②は年度内達
成見込み。③は11月からの販売のため達成見込み
である。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

今後の販売計画の遂行により即効的・継続的な効果が期待できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか
若者に人気のある機能性雑穀の生産・販売体制の確立で新規就農者確保、転出率の改善、若者世代の増加と出生率の改善が期
待できる。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

選別過程の補足機械化が必要である（エゴマ選別機、磁鉄選別機が必要である）。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

補足機械化（エゴマ選別機、磁鉄選別機）と販売力の増強、若者雇用体制の安定

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

販売力の増強に向けた事務体制の補強が必要である。

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

①荒廃・耕作放棄農地利用、②新市場向け機能性雑穀の特産
品化、②雇用の増大、③若者世代への魅力的農業の提示等の
点で、転出率低下や出生率向上に効果が期待でき、すでに都市
部の消費者からも高い関心が寄せられている。今後、市場開
拓、販売チャンネルの構築、販売・事務体制の強化、さらなる機
械化をすすめる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
地域の高齢化・人口減少に対応した生産体制確立のため、機械化を研究・推進する(地方創生交付金における計画予
定外の機械導入についての対応策を検討していく)。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

・上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 真田丸の里信州小県ご当地蕎麦イベント事業
資料通し番号

担当課・係
産業振興課特産品開発係・企画
財政課まち・ひと・しごと創生係29-20

総合戦略中の
該当項目

基本目標2　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大
基本目標3　（ア）結婚支援体制の充実

事業目的
青木村と長和町が連携し、ご当地そばを活かし、知名度が低い「小県」の知名度を向上させ、定住地・二地域居住地と
して人口増加につなげる。

事業概要
ご当地蕎麦（青木村「タチアカネ」、長和町「ダッタンそば」）を活用した首都圏等での蕎麦イベントの展開（観光PRや移住
相談も実施）、定住お試しツアー、お見合いツアーの実施

対象者 町民、都市部住民

事業主体
（関連団体）

青木村・長和町（信州小県ご当地そば定住移住推進協議
 会）

実施期間
平成28年度から（終了年度は今後青木村と
協議）

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 移住お試しツアー参加者 人
28年度 10

10 15

② 当イベントによる移住定住者 人
30年度 3

3

③ 当イベントによる結婚移住者 人
30年度 2

2

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

埼玉県川越市における蕎麦イベントの実施（そば販売、特産品販売、観光PR、移住相談）、お見合いツアー（移住お
試し・ご当地蕎麦）ツアーの実施【地方創生加速化交付金活用】

平成29年度
計画

軽井沢町における蕎麦イベントの実施（そば販売、特産品販売、観光PR、移住相談）、お見合いツアー（移住お試し・ご当地蕎麦）
ツアーの実施　（現在青木村と協議中）。30年度の移住定住者の目標数値達成に向けた事業展開を行う。

平成30年度
計画

蕎麦イベント、お見合いツアーの継続実施

平成31年度
計画

蕎麦イベント、お見合いツアーの継続実施

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 1,500 主な経費 負担金1,500【地方創生加速化交付金活用】

平成29年度
予算額

総事業費 1,500 主な経費 負担金1,500（町単独事業）

平成30年度
予定額

総事業費 1,500 主な経費 負担金1,500

平成31年度
予定額

総事業費 1,500 主な経費 負担金1,500

29年度目標に対する事業進
捗状況

8月19日に軽井沢プリンスショッピングプラザにて青木村と連携した「信州・小県ご当地蕎麦イベント」を
開催した。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

（9月末現在支出なし）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源

29年度事業成
果

イベントでは青木村のタチアカネ蕎麦、長和町のダッタンそばの試食（各400食）に合わせ、観光PR（両町村パンフレット
の配布等）、特産品販売、移住相談を行い、「小県」の知名度向上につながった。軽井沢プリンスショッピングプラザは首
都圏からの観光客も多く、県内外の多くの方にPRできたと考える。試食整理券は配布後すぐに配布完了となったほか、
両町村のPRパンフレットも用意した大概の分は訪れた方に配布できた。一方、移住相談は低調だった。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 真田丸の里信州小県ご当地蕎麦イベント事業 資料通し番号 担当課・係
産業振興課特産品開発係・
企画財政課まち・ひと・しごと29-20

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

蕎麦イベントによる知名度の向上・昨年度実施した婚
活イベントによる包括的な意味での移住促進施策は
実施できたものの最終目標である移住にはつながっ
ていない。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
情報発信体制や婚活支援の強化については総合戦略にも定められており、蕎麦イベントを通じ直接的な観光PRや婚活イベントを行うことを通じ、
効果が期待できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

本イベントにより移住等のKPIが達成できれば人口増加につながる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か
今後の事業展開について青木村とも十分に協議することが必要である。昨年の婚活イベントでは地元の者がいなかったので、婚
活イベントの実施については募集方法等の改善が必要である。
④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か
青木村と長和町の魅力を更に発信し、知名度の向上を図りつつ、各イベントの集客力を高めることが必要である。また、婚活イベン
トについては、参加者へのフォロー体制を十分に整える必要がある。
⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

本事業は、2町村だけが残った「小県」に注目し、青木村と共同で
行う事業である。両町村の蕎麦（「タチアカネそば」、「ダッタンそ
ば」）を活かした蕎麦イベントにより、知名度向上にもつながると
考えられるので、今後も継続して実施していくことが必要である。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
青木村とも十分に内容を協議し、効果的な事業展開を図る。今後は婚活イベントの実施について青木村との協議を進
める。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】軽井沢のような雰囲気では移住相談は難しかったのではないか。ターゲットが違うのではないか。
・【意見】蕎麦打ち体験のイベントを取り入れてはどうか。婚活イベントの際にも、単なるお見合いではなく蕎麦打ちを一
緒にやる等の共同作業を取り入れると良いのではないか。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-18
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 街並整備事業
資料通し番号

担当課・係 町民福祉課生活環境係
29-21

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的 既存資源としてのマルメロを活用した、観光資源としての新たな方向性を模索する。

事業概要 マルメロ街道にマルメロの補植を行うことで、街並みの整備を目指す。

対象者 観光客

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成28年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① マルメロ苗木補植本数 本
27～31年度 40 40 40 40 40

200 40 40 0

② マルメロの収穫量 kg
31年度 150 150 160 180 200

200 150 150 0

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

－

平成28年度
実施内容

マルメロ苗木の補植（40本）、消毒、施肥、収穫、剪定

平成29年度
計画

マルメロ苗木の補植（40本）、消毒、施肥、収穫、剪定

平成30年度
計画

マルメロ苗木の補植（40本）、消毒、施肥、収穫、剪定

平成31年度
計画

マルメロ苗木の補植（40本）、消毒、施肥、収穫、剪定

平成27年度
決算額

総事業費 267 主な経費 原材料費：52、管理委託料：211

平成28年度
決算額

総事業費 127 主な経費 原材料費：52、管理委託料：75

平成29年度
予算額

総事業費 321 主な経費 原材料費：92、管理委託料：201、一般消耗品28

平成30年度
予定額

総事業費 321 主な経費 原材料費：92、管理委託料：201、一般消耗品28

平成31年度
予定額

総事業費 321 主な経費 原材料費：92、管理委託料：201、一般消耗品28

29年度目標に対する事業進
捗状況

定期的な維持管理を実施した。補植については保留中。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

※現時点での執行額はなし

国庫支出金 0

県支出金 0

その他 0

一般財源 0

29年度事業成
果

前年度と同程度の収穫が見込まれる。（本年度は振興公社にてイベント風呂に一部使用）
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 街並整備事業 資料通し番号 担当課・係 町民福祉課生活環境係
29-21

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

補植・収穫ともこれまで予定どおり行えている。今年
度についても予定どおりの収穫量が見込まれる。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

苗木の補植であるため即効性は期待できないが、数年後からは景観への効果が期待される。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

既存資源を活用した観光資源としての新たな方向性を模索する意味からも、間接的な効果は期待される。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

補植による景観整備は図られるが、「マルメロ街道」と関連する特産品開発やその販売戦略などの構築が必要である。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

特産品開発と販売戦略の構築。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

マルメロの維持管理及び特産品開発は継続実施する必要があ
るが、地域資源としての利活用の方法を、再検討する必要があ
 る。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 「マルメロの駅ながと」との関連を含め、利活用方法を再検討する。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】マルメロが全然目立っていない。先が見えて事業展開しているのか、やむを得ずに続けているのか疑問であ
 る。
・【意見】依田窪南部中学校の「地域未来プロジェクト」発表会でもマルメロが取り上げられている。中学生の意見も取り
込んでいただき事業を行えば、ユニーク、豊かな発想の展開ができると思う。
・【意見】入口と出口のところに看板を立てると違うと思う。マルメロはこういう木で、何本植えてあるとか、車からパッと見
えるような表示をすれば注目されるのではないか。ひっそり植えてある現状を工夫すれば効果がある。
・【意見】佐久にも道の駅ができたが、他の道の駅に比べ出遅れていると思う。総合的なプランで道の駅の整備を進めて
ほしい。
・【意見】意見を踏まえたマルメロの駅ながとの整備と街道について検討してほしい。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。
・今後の見通しを検討していく。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-19
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 新規雇用企業支援事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課・商工観光係
29-22

総合戦略中の
該当項目

基本目標１　（ウ）雇用創出に関する企業への支援

事業目的 雇用拡大に積極的に取組む企業等への支援を行い雇用拡大を図る。

事業概要 新規雇用を行い一定期間の用件の雇用が認められた企業に対し支援を行う。

対象者 町内商工業事業者

事業主体
（関連団体）

長和町・長和町商工会 実施期間 平成28年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 支援対象企業数 企業
31 0 1 1 2 3

3 0 0 1

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

平成28年度
実施内容

関係者と調整の上、制度要綱を作成し、運用を開始。
新規雇用企業数１

平成29年度
計画

制度の運営、必要に応じた要綱の見直し。
新規雇用企業数１

平成30年度
計画

制度の運営、必要に応じた要綱の見直し。
新規雇用企業数２

平成31年度
計画

制度の運営、必要に応じた要綱の見直し。
新規雇用企業数３

平成27年度
決算額

総事業費 主な経費

平成28年度
決算額

総事業費 0 主な経費 新規雇用者0名

平成29年度
予算額

総事業費 300 主な経費 新規雇用者1名×100千円×3企業

平成30年度
予定額

総事業費 300 主な経費 新規雇用者1名×100千円×3企業

平成31年度
予定額

総事業費 300 主な経費 新規雇用者1名×100千円×3企業

29年度目標に対する事業進
捗状況

運用2年目となり、申請状況から今年度の最終見込みとして3件を見込んでいる。また、商工会、経営者
懇話会を通じ制度の通知を行った。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 100 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

助成金１件×１００，０００円（申請から１年間の雇用期間満了により支出）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 100

29年度事業成
果

KPIは達成されるが、雇用情勢は超売り手市場の中にあり、本事業に平行し定住自立圏事業で開催している新卒者、第
二新卒者とのマッチングやハローワークとも連携し企業支援を推進する必要がある。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 新規雇用企業支援事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課・商工観光係
29-22

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

雇用情勢は超売り手市場の中にあり、本事業に平行
し定住自立圏事業で開催している新卒者、第二新卒
者とのマッチングやハローワークとも連携し企業支援
を推進する必要がある。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか
地域の末端まで景気回復が進まない中にあって新規雇用の拡大は経営そのものの安定や業務拡大等が必要となる。そのような
中にあって多少でも支援を受けることができれば雇用拡大を実行する企業が増える効果は期待できる。
②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか
支給要件を町内に住所を有する年齢45歳未満の者に限定することで町内に留まる者、転入する者の定住から出生へつながる可
能性も生まれる。
③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か
一人当たり助成額を10万円としたが、人材を採用する際に企業とすれば、町内外問わず優秀な人材を選ばざるを得ない。企業に
対し地元人材の積極的採用を促し協力を得ることが必要となる。
④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か
商工会等を通じ、制度の周知を図るほか経営者懇話会等においても企業経営者への協力依頼を行う。今後の実績、状況を見極め
至急要綱の見直しをすることも必要となる。
⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

要綱の制定運用から1年が経過する中で、ようやく制度利用者が
増えつつある。どの企業も人材確保には苦慮されているが、本制
度を活用いただく中で、人材確保面で寄与できればと考えてる。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 引き続き制度の周知、広報に努める。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

・上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-20
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 商工業発展促進事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課・商工観光係
29-23

総合戦略中の
該当項目

基本目標１　（カ）商工業発展促進　（キ）新卒、第二新卒の就職支援体制、幅広い世代への就労支援

事業目的
町内商工業は、未だ好転の兆しが見えない厳しい状況にある。こうした状況を脱却するための自社商品の販路拡大や
新製品開発に取り組む企業に対し更に充実した支援を行い商工業の振興を図る。

事業概要
販路拡大に対する支援、新商品・新製品開発、新技術開発に関する支援、専門家（弁護士、社会保険労務士等）派遣
に関する支援を行う。あわせて、就労支援体制の一環として、雇用についての情報発信を行う。

対象者 町内商工業事業者

事業主体
（関連団体）

長和町・長和町商工会 実施期間 平成27年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 「商工業発展促進事業」利用件数 件
31 10 10 10 10 10

10 5 4 1

② 雇用についての情報発信件数 件
31 1 1 3 5

5 1 2

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

制度に基づく支援の実施。商工業発展促進事業利用件数5件（販路拡大5件）【地域活性化・地域住民生活等緊急
支援交付金（地方創生先行型）活用】

平成28年度
実施内容

制度に基づく支援、就労に支援に関連した情報発信をあわせて実施。商工業発展促進事業利用件数4件（販路拡
大4件）、企業情報発信1件

平成29年度
計画

制度に基づく支援、就労に支援に関連した情報発信をあわせて実施。商工業発展促進事業利用件数10件（販路拡
大支援補助4件・新製品・新技術開発補助1件・専門家派遣支援5件）、企業情報発信1件

平成30年度
計画

制度に基づく支援、就労に支援に関連した情報発信をあわせて実施。商工業発展促進事業利用件数10件（販路拡
大支援補助4件・新製品・新技術開発補助1件・専門家派遣支援5件）、企業情報発信3件

平成31年度
計画

制度に基づく支援、就労に支援に関連した情報発信をあわせて実施。商工業発展促進事業利用件数10件（販路拡
大支援補助4件・新製品・新技術開発補助1件・専門家派遣支援5件）、企業情報発信5件

平成27年度
決算額

総事業費 375 主な経費 販路拡大支援補助375千円

平成28年度
決算額

総事業費 578 主な経費 販路拡大支援4件278千円、企業情報発信1件300千円

平成29年度
予算額

総事業費 900 主な経費
販路拡大支援補助400千円、専門家派遣支援100千円、新製品・新技術開発支
援100千円、企業情報発信事業補助300千円

平成30年度
予定額

総事業費 900 主な経費
販路拡大支援補助400千円、専門家派遣支援100千円、新製品・新技術開発支
援100千円、企業情報発信事業補助300千円

平成31年度
予定額

総事業費 900 主な経費
販路拡大支援補助400千円、専門家派遣支援100千円、新製品・新技術開発支
援100千円、企業情報発信事業補助300千円

29年度目標に対する事業進
捗状況

販路拡大支援事業申請が1件、専門家派遣については、相談が1件あったが商工会連合会制度において対応したた
め町負担は生じていない。販路拡大支援補助については10月以降5件程度申し込みの予定がある。企業情報発信
は昨年度開設したホームページとフェイスブックの掲載企業を充実させている。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 100 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

助成金１件（販路拡大）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 100

29年度事業成
果

補助を受けた企業においては、自社製品の宣伝、顧客確保に向けた企業PRの充実をさせることにつながった。企業情
報発信面でも採用情報も適時対応しており情報発信充実が図られつつある。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 商工業発展促進事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課・商工観光係
29-23

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できていない

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できていない

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

販路拡大については、下半期での実施が中心とな
る、又、企業情報の更新と掲載件数の充実について
は取り組み始めたところである。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

商工会等の要望に基づいており十分に効果はある。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

地元中小企業者の経営安定が図られることで、安定雇用につながり強いては定住へもつなげていけると考える。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

長和町商工会と連携を密にし事業者への周知を図る。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

長和町商工会と連携を密にし事業者への周知を図る。

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

商工会の要望に基づいており、事業者経営安定に寄与するもの
であると考える。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性
制度の活用状況や効果を見極めながら、長和町商工会とも連携し、より良い制度となるよう事業計画（事業内容）につ
いて柔軟に検討する。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承

今後の事業の
あり方

・上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-7 28-21
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 ビーナスライン広域連携事業
資料通し番号

担当課・係 産業振興課・商工観光係
29-24

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的
ビーナスラインをキーワードに書く観光地を結び、広域的なビジョンのもと戦略的な繫がりによる誘客、環境整備、自然
保護等他エリアとの差別化を図り、地域間のブランド化と交流人口の増加に結びつける。

事業概要
県、関係市町村、民間が適切に連携した形の将来的に広域におけるDMOを視野に入れた協議会の設立を目指す。基礎調査と観光ビ
ジョンの策定、一体的な情報発信、受入れ環境の整備、環境保全と観光振興の両立、観光客誘致推進を行う。

対象者 観光客

事業主体
（関連団体）

長野県、茅野市、立科町、長和町、上田市、下諏訪町他、関係観光協会
等（茅野市ビーナスライン連携協議会事務局） 実施期間 平成27年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 沿線観光地延べ利用者数 千人
31 9,000 9,000 9,259

9,259 8,926

② 沿線観光消費額 百万円
31 29,410 2,941 30,274

30,274 27,259

③ 研修会セミナー参加者数 人
31 30 30 30 30

30 26 260

④

⑤

平成27年度
実施内容

基礎調査事業（GAP調査）1件、誘客宣伝事業（じゃらんパンフ、ポスター、ロゴ作成）1件、受入環境整備事業1回

平成28年度
実施内容

広域観光ビジョン策定、ブランド再構築のための情報発信、研修・セミナー等の開催による受入環境整備、ビーナス
ラインドライブ促進【地方創生加速化交付金】

平成29年度
計画

誘客宣伝事業（HP,SNSの活用による情報発信・レンタカー利用者に対する周遊促進・イベント連携によるプロモーション活動）、
マーケティング事業（レンタカー利用者に対するモニタリング調査、JR東日本レンタリースと連携）、受入環境整備事業（広域講演
会の開催）

平成30年度
計画

同上

平成31年度
計画

同上

平成27年度
決算額

総事業費 125 主な経費 負担金【地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金】

平成28年度
決算額

総事業費 664 主な経費 負担金【地方創生加速化交付金活用】

平成29年度
予算額

総事業費 420 主な経費 負担金【一般財源】

平成30年度
予定額

総事業費 主な経費

平成31年度
予定額

総事業費 主な経費

29年度目標に対する事業進
捗状況

昨年度開設したホームページを活用した情報発信、レンタカー利用者に対する周遊促進を実施し誘客
に努めている。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 420 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

事業負担金

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 420

29年度事業成
果

昨年度開設したホームページを活用した情報発信、レンタカー利用者に対する周遊促進を実施し誘客に努めている。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 ビーナスライン広域連携事業 資料通し番号 担当課・係 産業振興課・商工観光係
29-24

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

年度中盤の状況であり、成果として出すことが現時
点では難しいが、レンタカー周遊については評判もよ
くこの冬まで継続させる予定である。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

これまでにない新たな取組（切り口）であり、エリア全体での観光客増加、交流人口増大が十分見込める。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

地域の魅力向上は、定住促進、人口増加につながるものと考える。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か
長野県、茅野市、立科町、長和町、上田市、岡谷市、下諏訪町他、関係観光協会等（茅野市ビーナスライン連携協議会事務局）と
連携機関が多方面にわたることから各地域事情を考慮し意思疎通を図らなければならない。
④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か
長野県、茅野市、立科町、長和町、上田市、岡谷市、下諏訪町他、関係観光協会等（茅野市ビーナスライン連携協議会事務局）と
連携機関が多方面にわたることから各地域事情を考慮し意思疎通を図らなければならない。
⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

ビーナスラインのブランド化に向け継続して取り組む必要があ
 る。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 多方面にわたる連携機関との連携を取りながら、事業計画を確実に進める。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】ビーナスラインのブランド化は大切なことである。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27-8 28-22
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 外国人観光客誘客事業
資料通し番号

担当課・係
情報広報課情報広報係、産
業振興課商工観光係29-25

総合戦略中の
該当項目

基本目標２　（ア）地域資源を活かした観光振興による交流人口の増大

事業目的
長和町は、古い歴史や豊かな自然を満喫できる観光地が多く存在する。しかし国内旅行の衰退を受け観光客も減少傾
向にある。ついては、外国人観光客の誘致を進めるための情報発信力を強化する。

事業概要
情報発信：外国語のホームページの整備、PV制作
観光地整備：上記で作成したPVや外国語表記の看板製作、外国語表記の町の情報が表示できるデジタルサイネージを道の駅などに
設置することを足がかりとした、外国人観光客向けの情報発信を行う。

対象者 長和町を訪れる、また訪れたくなる外国人観光客を対象とする。

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成27年度～平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 外国語のホームページの閲覧件数 件
H31 6,000 3,000 4,000 5,000 6,600

6,600 0 4,032 1,230

② 観光者向け多言語ＨＰ閲覧回数 件
H31 1,500 5,000 6,000

6,000 0

③
長和町コンシェルジュ（ガイド）講座受講者
数

人
H31 20 20 20

20 40

④

⑤

平成27年度
実施内容

外国語のホームページの整備、PV制作、外国語表記の看板製作、外国語表記デジタルサイネージの整備【地域活
性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）活用】

平成28年度
実施内容

上記成果品の維持管理、ホームページにおける新たなコンテンツの追加等状況に応じた対応を続けることによる、
外国人誘客についての情報発信等の充実と受け入れ体制の整備。

平成29年度
計画

ホームページのコンテンツの拡充、PVを中心としたWeb、動画サイトによるPR活動の拡充。外国人誘客についての
情報発信等の充実と受け入れ体制の整備。

平成30年度
計画

ホームページのコンテンツの拡充、PVを中心としたWeb、動画サイトによるPR活動の拡充。外国人誘客についての
情報発信等の充実と受け入れ体制の整備。

平成31年度
計画

ホームページのコンテンツの拡充、PVを中心としたWeb、動画サイトによるPR活動の拡充。外国人誘客についての
情報発信等の充実と受け入れ体制の整備。

平成27年度
決算額

総事業費 9,961 主な経費
委託料8,946（ホームページ外国語表記、PV制作、案内看板）、備品購入費
1,015（デジタルサイネージ機器購入）

平成28年度
決算額

総事業費 0 主な経費 維持管理、ホームページコンテンツ追加等、職員対応

平成29年度
予算額

総事業費 4,935 主な経費
維持管理300、観光観光者向けＨＰ多言語化4,293、長和町コンシェルジュ（ガイ
ド）育成事業講師謝礼等342

平成30年度
予定額

総事業費 2,300 主な経費
維持管理300、観光者向けパンフ多言語化1,500、長和町コンシェルジュ（ガイド）
育成事業講師謝礼等500

平成31年度
予定額

総事業費 2,300 主な経費 同上

29年度目標に対する事業進
捗状況

維持管理は随時実施。ホームページの新たなコンテンツの追加、観光者向けＨＰ多言語化、長和町コン
シェルジュ（ガイド）育成事業の実施については今後対応する。

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 129 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）
英語標記においてあるべき標記にならない不具合への対処を行うなどの、維持管理を現在
まで行っている。予算は今後必要に応じ支出していく。
観光者向け多言語HPについて、作成中であり現在支出には至っていない。
長和コンシェルジュ育成事業は、予想を大きく上回る受講者があり、毎月２講座開催し、講
師謝礼（110）、旅費（16）、雑費（3）の支出がされている。

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源 129

29年度事業成
果

ＫＰＩはおおむね達成できているため今後も継続していく。
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 外国人観光客誘客事業 資料通し番号 担当課・係
情報広報課情報広報係、産
業振興課商工観光係29-25

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは概ね達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は概ね達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

事業を継続して行くことが、認知度等効果を徐々に浸
透させていくものと考える。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

即効性は数値等には如実に表れないが、事業を今後も継続していくことで全体的効果の向上に貢献できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

直接的な人口減少対策効果は少ないと思われるが、側面的に地域活性化に寄与することで人口減少の歯止めとしたい。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

外国人を対象とすることは何を求めどんな興味を持つのかを探るという難しい面もある。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か
一自治体の枠で考えることなく、他の自治体がすでに実施している既成の方法ではない新しい視点（例：プロモーション企業などの
提案等）を取り入れる方策が今後必要と思われる。
⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

単年度で効果を期待する事業ではない。継続することで効果を
延ばす事業と考える。今後も成果品を効果的に運用していきた
 い。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 成果品は整ったので、観光関係活性化のための方策は何か、新しいアイディア、プランを開発することが必要。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】ホームページ表記の不具合対応、多言語化は外国人から見れば重要である。ホームページが外国人観光客を
呼び込む手段と考えれば早期対応が必要。
・【意見】今やっている方法は良いと思う。中学校でもアントレ学習が始まったので、外国人観光客誘客についての視点
 も良い。
・【意見】「インスタ映えするか」という視点を入れていくと効果が変わると思う。
・【意見】中学校とも連携をとりながら事業を実施してほしい。
・【意見】「ミミズ神社」のようなところに、わかりやすい日本語や英語の表示があればわかりやすい。
・【意見】外国人観光客誘客にはどこの市町村も相当力を入れており、大切なことである。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-24
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１　事業計画

重要業績評価指標（KPI)の内容と各年度ごとの目標値・実績値

事業計画期間中の各年度の事業目標及び事業内容　（27、28年度は実施内容、29年度以降は各年度計画）
■上記KPI達成に向け、「誰が・いつ・どこで・何を・どうやって行うのか」という視点から記入

事業にかかる予算・決算 　（27、28年度は決算額、29年度は予算額、30年度以降は予定）　（単位：千円）

２　事業実施状況（平成29年度の実施状況）

「長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略」　事業効果検証用資料
（平成29年度実施事業用　中間評価　平成29年9月30日現在）

事業名称 高校等通学費補助事業
資料通し番号

担当課・係 教育課　学校教育係
29-26

総合戦略中の
該当項目

基本目標３　（イ）子育て環境の充実

事業目的
当町の高校生は全て町外の学校に通学あるいは入寮等により学んでおり、その通学費用等の保護者の経済的な負担
を軽減するため

事業概要 町内の居住地域及び高校等の所在地の区分に応じた月額単価により、年2回各半年分を支給

対象者 高等学校、国立長野工業高等専門学校及び中学校卒業を入学資格とする養護学校高等部に通学する生徒

事業主体
（関連団体）

長和町 実施期間 平成27年度から平成31年度

指標 単位
目標年度 27目標 28目標 29目標 30目標 31目標
目標値 27実績 28実績 29実績 30実績 31実績

① 補助対象人数 人
31年度 144 139 135 135 135

135 144 139 147

②

③

④

⑤

平成27年度
実施内容

高校等通学費補助事業　（実績144件　総額10,774,100円）

平成28年度
実施内容

高校等通学費補助事業　（実績139件　総額10,297,400円）

平成29年度
計画

高校等通学費補助事業　支給見込　142件　総額10,806,000円

平成30年度
計画

高校等通学費補助事業　支給見込　142件　総額10,806,000円

平成31年度
計画

高校等通学費補助事業　支給見込　142件　総額10,806,000円

平成27年度
決算額

総事業費 10,775 主な経費 補助金

平成28年度
決算額

総事業費 10,298 主な経費 補助金

平成29年度
予算額

総事業費 10,806 主な経費 補助金

平成30年度
予定額

総事業費 10,806 主な経費 補助金

平成31年度
予定額

総事業費 10,806 主な経費 補助金

29年度目標に対する事業進
捗状況

対象者に対し申請書発送済み

29年度予算執
行状況（千円）

支出額 0 主な経費（活用している財源があれば、あわせて記入）

（財源内訳）

国庫支出金

県支出金

その他

一般財源

29年度事業成
果
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 （続き）

３　事業評価（直近までの実績を踏まえた事業全体の評価）

総合的な所見

４　次年度に向けての改善内容　（中間評価の場合は年度末に向けての改善内容）

５　長和町まち・ひと・しごと創生総合戦略評価委員会による評価の結果　（評価委員会後に記入）

【参考】　関連する過去の「事業効果検証資料」資料通し番号

事業名称 高校等通学費補助事業 資料通し番号 担当課・係 教育課　学校教育係
29-26

事業開始時点・年度から直近
までの実績を踏まえた、事業
計画全体の事業目標及びKPI
の達成状況

・　KPIの達成状況 KPIは達成できている

・　本事業の事業目的の達成状況 事業目標は達成できている

・　上記の結果に関する補足（上記の結果となっ
た要因、背景等を記入）

対象者すべてに通知し、申請書の提出が始まったと
ころであり、順調に進捗している。

①　総合戦略に定められた施策推進の視点からして、即効的・継続的な効果が期待できるか

保護者の負担軽減になり効果が期待できる。

②　人口減少に歯止めをかける効果（転出超過の改善、出生率の向上等）が期待できるか

この事業だけでは厳しいが効果は期待できる。

③　事業の展開、目的の達成にとって、解決しなければならないこと（隘路）は何か

事業展開は円滑に行われており特に問題はない。

④　KPI達成のために解決しなければならないこと（隘路）は何か

子育て支援施策の充実

⑤　その他の事項（上記に当てはまらないことがあれば、必要に応じて記入）

今後の取り組
み方針とその
理由

取り組み方針（下記の1つにチェック） 左記の理由
事業の展開の将来性が高いので強化して実
施

継続事業であり保護者の期待も大きい。

事業を現行（計画）どおり継続して実施

事業内容を見直して実施

とりやめ

予定どおり終了

改善の方向性 今後も現状のとおり継続して事業を実施する。

評価資料を踏
まえた検証結
果

・担当課の取り組み方針により了承
・【意見】大変ありがたい。手厚い支援であり、今後も継続していただきたい。

今後の事業の
あり方

・評価委員会での意見を踏まえつつ、上記4の方向性で事業を展開する。

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度
27- 28-23
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